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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

検診事業（胃・大
腸・肺・子宮・乳・
前立腺がん、歯周
疾患、骨粗しょう
症、肝炎等）

健康教室

健康相談

食育の推進

人材の育成（各種
サポーター）

いきいきスタンプ
ラリー事業

高齢者予防接種
事業（インフルエン
ザ、肺炎球菌）

国民健康保険の
運営

後期高齢者医療
事務事業

特定健康診査・特
定保健指導事業

国保生活習慣病
重症化予防対策
事業

新型インフルエン
ザ等対策の推進

災害時の医療救
護の体制整備

災害時の医療救
護の体制整備

1-2

番号 施策項
目番号

指標名

実績値な
し

(令和２年
度中間評
価実施)

④未実施

男性17.37
歳　女性
20.89歳

（平成31年
度目標）

男:17.96歳
女:20.75歳
(平成29年

実績)

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

364人 369人
①大きく達

成（１０
０％以上）

2人 0人 1人 0人

（1次検診
H29）

胃81.8％、
大86.2％、
肺66.7％、
子64.1％、
乳86.3％

平成30年度

男:17.70歳
女:21.17歳
(平成28年

実績)

男性17.37
歳　女性
20.89歳

（平成31年
度目標）

男:17.70歳
女:21.17歳
(平成28年

実績)

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画

の評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

基本理念１　健やかで安心なまち

①
上里町健康づくり推進総合計
画の中間評価において目標を
達成した数値目標項目の割合

80%
（平成33年

度）

施策として効果があった。今
後も事業を継続し、施策が
目的を達成するよう対象を
絞り込んだ受診勧奨など取
の取り組み内容を工夫して
いく。

－
80%

（平成33年
度）

実績値な
し

80%
（平成33年

度）

男性17.37
歳　女性
20.89歳

（平成31年
度）

男性：
17.24歳

女性20.76
歳 （平成

26年）

364人
（平成31年

度）
144人

50%（平成
33年度）

胃：8.1％
大腸：

15.8％肺：
21.2％子
宮：39.7％
乳：41.9％

胃・大腸・
子宮:70%

以上
乳:80%以

上

胃：62.5％
大腸：

71.5％子
宮：35％

乳：63.9％
（平成26年

度）

1-1

1-1

1-1

1-1

胃・大腸・
子宮70%以
上、乳80%
以上（平成
33年度）

男性17.37
歳　女性
20.89歳

（平成31年
度目標）

314人 350人

胃9.6%、大
腸13.8%、
肺20.8%、

子宮
35.6%、乳

33.1%

50%（平成
33年度）

胃11.0%、
大腸

14.6%、肺
20.2%、子
宮40.2%、
乳36.8%

1人 0人
①大きく達

成（１０
０％以上）

50%（平成
33年度）

胃10.7％、
大腸

14.4％、肺
19.8％、子
宮43.2％、
乳40.6％

③未達成
（７０％未

満）

胃・大腸・
子宮70%以
上、乳80%
以上（平成
33年度）

（1次検診
H30）胃

86.7％、大
76.8％、肺
82.8%、子
69.2％、乳

89.9％

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

60.0% 42.0%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

令和元年度

80%（平成
33年度）

264人 280人

50%
（平成33年

度）

胃・大腸・
子宮70%以
上、乳80%
以上（平成
33年度）

（1次検診
H28）

胃83.3％、
大86.8％、
肺88.9％、
子52.5％、
乳85.3％

39.3%

実績値な
し

②概ね
順調

施策として効果があった。今
後も事業を継続し、施策が
目的を達成するよう対象を
絞り込んだ受診勧奨など取
の取り組み内容を工夫して
いく。

委員会意見と同じ
(計画の検証に対する意見

ではないため)

② 健康寿命

健康長寿サポーターの人数

①順調 ④ がん検診受診率

⑤ がん検診精検受診率

①順調

施策として効果があった。今
後も事業を継続しつつ、施
策の更なる発展を目指し必
要に応じて取り組み方法を
工夫すること。

委員会意見と同じ
(新型コロナウイルへの対策
については「新型インフルエ
ンザ等の感染対策」に内包

されているため)

③

1-3

委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度

1人（平成
31年度）

4人（平成
26年度）

特定健康診査受診率

１．保健・医療の充
実

1-1

健康増進事業
等の推進（総合
戦略基本目標

4-2）

健康保
険課

②概ね
順調

がん検診について受
診率は子宮頸がん・
乳がん検診が向上し
た。精検受診率は目
標値をおおむね達成。
 健康長寿サポーター
については、目標数を
達成した。
　いきいきスタンプラ
リーは、ICTを利用した
健康マイレージ事業へ
バージョンアップし実
施した。

引き続きがん検診を
実施し、精検受診勧奨
も継続する。引継ぎ、
健康マイレージ事業を
実施し、健康づくりを
推進する。

引き続きがん検診を
実施し、精検受診勧奨
も継続する。引継ぎ、
健康マイレージ事業を
実施し、健康づくりを
推進する。

1-2
国民健康保険等の

健全運営
健康保
険課

①順調

ジェネリック医薬品
シールを被保険者証
郵送時に同封し配布
した。人間ドック補助
金については国保被
保険者は減少してい
るが、後期高齢者医
療被保険者が増加し
ているため、全体とし
て増加している。前年
度から実施した個別
健診の無料化により、
受診率が増加につな
がった。糖尿病性腎症
重症化予防対策事業
を実施し、新規患者数
はゼロだった。
【後期】フレイル対策
の一環として、後期高
齢者医療広域連合が
平成30年度に実施し
た「健康長寿歯科健
診」の結果をもとに、4
名に対し介護予防事
業への参加を勧奨し
た。

データヘルス計画の
見直しを行う。
糖尿病性腎症重症化
予防対策事業を引き
続き実施する。
国保被保険者証と高
齢受給者証の一体化
を実施する。
【後期】フレイル対策
事業を引き続き介護
担当課と連携し取り組
む。

引き続き人間ドック等
の受診支援を行う。
特定健診・保健指導に
ついては勧奨方法等
の検討を行い、受診
率向上に取り組む。
引き続き糖尿病性腎
症重症化予防対策事
業を実施する。

くらし安
全課

地域医療の確保・
強化

健康保
険課

負担金等の拠出
（休日急患診療
所、病院群輪番
制、在宅当番医
制、小児救急、県
外小児後方支援
病院、救命救急セ
ンター、年末年始
休日急患歯科診
療）

①順調

60%（平成
31年度）

34.5%（平
成26年度）

47.0% 38.8%

委員会意見と同じ

1-2

①順調
児玉郡市広域市町村
圏組合に、消防分とし
て負担金を支出した。

「埼玉県北部保健医
療圏地域災害保健医
療調整会議」などの場
において、平時より関
係機関との連携を図っ
ていく。

「埼玉県北部保健医
療圏地域災害保健医
療調整会議」などの場
において、平時より関
係機関との連携を図っ
ていく。

53.5%

①順調
施策として効果があった。今
後も事業を継続すること。

委員会意見と同じ ⑦ 糖尿病性腎症重症化患者数

救急医療のため、各
運営事業に対し負担
金等の拠出を継続し
た。
新型インフルエンザ等
が発生したことを想定
した連絡体制の確認
のため、国・県と同時
に連絡訓練を実施し
た。
災害対策に関する研
修に参加した。

引き続き、救急医療確
保のため、各運営事
業に負担金等の拠出
を継続する。
新型インフルエンザ等
の感染症対策として、
国・県との同時訓練も
関係機関と連携し実
施をしていく。
災害時の医療救護の
体制整備に備えるた
め、研修・訓練等に積
極的に参加しスキル
アップを図る。平常時
より、防災担当課と連
携を図り、関係機関と
の体制づくりに努め
る。

引き続き、救急医療確
保のため、各運営事
業に負担金等の拠出
を継続する。
新型インフルエンザ等
の感染症対策として、
国・県との同時訓練も
関係機関と連携し実
施をしていく。
災害時の医療救護の
体制整備に備えるた
め、研修・訓練等に積
極的に参加しスキル
アップを図る。平常時
より、防災担当課と連
携を図り、関係機関と
の体制づくりに努め
る。

⑥

・主な取組・事業として「食育
の推進」を掲げているが、フ
レイル対策の指導について
も含めて欲しい。

・主な取組・事業として「新型
インフルエンザ等対策の推
進」を掲げているが、新型コ
ロナウイルス対策も付け加
えるべきではないか。
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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

虐待等防止ネット
ワークの運営（高
齢者・障害者・子
ども・配偶者等暴
力）

成年後見制度利
用支援事業

虐待等防止ネット
ワークの運営（高
齢者・障害者・子
ども・配偶者等暴
力）

成年後見制度利
用支援事業

社会福祉協議会
支援事業

民生委員・児童委
員の活動支援

地域福祉計画の
策定・推進

ふれあいサロン
活動の促進（社
協）

国民年金事務事
業

趣旨普及事業

生活福祉資金貸
付（社協）

生活困窮者自立
支援事業（県）

母子及び父子並
びに寡婦福祉資
金の貸付（県）

2-1

2-2

2-2

2-2

番号 施策項目
番号

指標名

基本理念１　健やかで安心なまち

累計700
人

平成29年度 平成30年度

２．地域福祉の充
実

2-1 権利擁護の推進

高齢者い
きいき課

①順調

高齢者虐待防止、成
年後見制度の利用促
進のため、広報で情
報提供している。ま
た、成年後見制度に
ついての講演会を年1
回開催し、毎週木曜
日に相談日を設けて
いる。また、高齢者虐
待防止についても施
設向けの講演会を実
施した。

引き続き、高齢者虐待
防止と成年後見制度
の利用促進に努め
る。

引き続き、高齢者虐待
防止と成年後見制度
の利用促進に努め
る。

子育て共
生課

虐待等防止ネット
ワークの運営（高
齢者・障害者・子
ども・配偶者等暴
力）

①順調

累計655
人

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

２件 0件
③未達成
（７０％未

満）

参加割合
２２．５％

19.1%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

35%
（平成33
年度）

35.4%
①大きく達

成（１０
０％以上）

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画の

評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画 委員会意見

最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

令和元年度

要保護児童対策地域
協議会（代表者会議、
実務担当者会議、個
別会議）を開催し、要
保護児童の早期発
見、適切な保護及び
支援を行った。

児童福祉法に基づ
き、要保護児童対策
地域協議会を設置し、
関係機関との連携を
図り要保護児童の早
期発見、適切な保護
及び支援に努める。

児童福祉法に基づ
き、要保護児童対策
地域協議会を設置し、
関係機関との連携を
図り要保護児童の早
期発見、適切な保護
及び支援に努める。

2-2
地域福祉活動の活
性化（総合戦略基

本目標4-2）

町民福
祉課 ①順調

　民児協・区長会によ
る「サロン活動」につ
いては、１か所新規開
設があり増加した。
　各サロンでは、引き
続き活動を行ってお
り、地域の居場所づく
りに貢献できた。

新規サロンの開設へ
の呼びかけを行い、サ
ロン数の増加を図る。

新規サロンの開設へ
の呼びかけを行い、サ
ロン数の増加を図る。

①順調

成年後見人制度につい
て必要としている方に
届けられる体制を構築
しており、施策として効
果があった。今後も事
業を継続し、施策が目
的を達成するよう取の
取り組み内容を工夫し
ていく。

委員会意見と同じ

①
成年後見審判町長申立の利用

件数

4件
（平成33
年度）

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

町民福
祉課 ①順調

虐待防止については、
情報提供があったの
ち迅速に対応をとるこ
とができた。また、施
設虐待においては、県
の指導を受けながら
実態調査を適切に実
施することができた。
　成年後見制度につ
いての相談があった
際は、状況を伺い相
談に応じた。

　虐待防止について
は、情報提供があれ
ば迅速に対応してい
く。
　成年後見制度につ
いては、引き続き、制
度の周知を行いなが
ら、関係各課と審議の
上、必要に応じて速や
かな町長申し立てを
行う。
　更に、本庄市で実施
している成年後見に
関する無料の電話相
談「成年後見ほっとラ
イン」を令和２年度か
ら児玉郡市広域で実
施する。

　虐待防止について
は、情報提供があれ
ば迅速に対応してい
く。
　成年後見制度につ
いては、引き続き、制
度の周知を行いなが
ら、関係各課と審議の
上、必要に応じて速や
かな町長申し立てを
行う。
　更に、成年後見に関
する無料の電話相談
「成年後見ほっとライ
ン」を児玉郡市広域で
実施する。

①順調

成年後見人制度につい
て必要としている方に
届けられる体制を構築
しており、施策として効
果があった。今後も事
業を継続し、施策が目
的を達成するよう取の
取り組み内容を工夫し
ていく。

委員会意見と同じ

0件 ２件
１件（高齢
者いきい

き課）
２件

1件（町民
福祉課）

②
ボランティア活動への参加割

合
25%（平成
33年度）

21.5%
参加割合
２１．５％

アンケート
未実施

参加割合
２２．０％

アンケート
未実施

2-3 生活支援の推進
町民福
祉課

自殺予防対策の
推進（ゲートキー
パーの養成、ここ
ろの体温計事業） ①順調

ゲートキーパーの養
成やこころの体温計
事業など、計画に沿っ
た対策に取り組むこと
ができた。

計画の推進のため、
関係機関でのネット
ワークの強化を図りな
がら、各種自殺対策
に取り組んでいく。

計画の推進のため、
関係機関でのネット
ワークの強化を図りな
がら、各種自殺対策
に取り組んでいく。

①順調

今後も計画に則り、事
業を継続し必要に応じ
て取り組み方法を工夫
すること。

委員会意見と同じ

③
助けあいの仕組みができてい

ると感じる人の割合
35%（平成
33年度）

29.8%
35%

（平成33
年度）

アンケート
未実施

35%
（平成33
年度）

アンケート
未実施

2-4
国民年金の啓発・

相談の推進
健康保
険課 ①順調

年金保険料が未納と
ならない様に、国保資
格切替時に各種届出
の案内、また保険料
の口座振替等各種納
付制度推進、納付が
難しい方には免除・納
付猶予制度の推進を
して受給権の確保に
努めた。また消費税増
税に伴う「年金生活者
支援給付金」事業によ
る業務の推進、制度
説明に努めた。

国外からの転入によ
る新規資格取得者へ
の制度説明、障害者
や遺族に対する支給
制度についての説明
を行い被保険者として
の権利や義務に関す
る普及啓発に努める。

新規資格取得者や種
別変更者への制度説
明、口座振替等による
前納制度の勧奨、ま
た障害者や遺族に対
する支給制度につい
ての説明を行い被保
険者としての権利や
義務に関する普及啓
発に努める。

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

④ 地域支えあいマップ登録者数
700人

（平成31
年度）

2-5
低所得者層への支

援の充実

町民福
祉課 ①順調

生活困窮者への対応
については、関係機関
と連携して行うことが
できた。

引き続き関係機関と
連携して事業を進め
る。

引き続き関係機関と
連携して事業を進め
る。

子育て共
生課 ①順調

県と連携し、情報提供
に努めた。

県と連携し、情報提供
に努める。

県と連携し、情報提供
に努める。

595人（平
成26年

度）

累計650
人

累計573
人

累計675
人

累計563
人

①順調

今後も計画に則り、事
業を継続し必要に応じ
て取り組み方法を工夫
すること。

委員会意見と同じ

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し、制度を
必要とする町民に情報
が届くよう広報に力を入
れる等、取り組み方法
を工夫すること。

・コロナ禍という状況下
において、資金貸付等
の生活支援が必要な家
庭が増えている。
支援を必要としている
町民に必要な情報が届
くように、広報活動に力
を入れることを審議会
意見としたい。
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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

不妊治療への支援

妊婦の健康支援（妊婦
歯科検診等）

家庭訪問・赤ちゃん全戸
訪問

乳幼児健診・２歳６か月
児歯科検診等

予防接種

教室事業（離乳食教室、
親子教室等）

相談事業（赤ちゃん相
談、発達相談、発育発
達全般相談、ことばの相
談、うごきの相談、５歳
児健康相談等）

公立保育所の運営

私立保育所・幼稚園の
運営支援

子ども・子育て支援給付

各種保育サービス

民間施設の人材確保等
への支援

公立保育所の建設

認可保育所、認定こども
園の設置

学校教
育課

私立保育所・幼稚園の
運営支援 ①順調

補助金交付
　２幼稚園　各46,000
円

補助金交付
　２幼稚園　各46,000
円

補助金交付
　２幼稚園　各46,000
円

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容
を工夫していくこと。

委員会意見と同じ

番号 施策項目
番号

指標名

3-1

3-2

3-3

3-3

3-1

3-1

① 合計特殊出生率

88.0% 89.3%
①大きく達

成（１０
０％以上）

4,000人 1,338人
③未達成
（７０％未

満）

94％（平成
３３年度）

97.3%
①大きく達

成（１０
０％以上）

13件 38件
①大きく達

成（１０
０％以上）

０人 7人
③未達成
（７０％未

満）

0人 5人
③未達成
（７０％未

満）

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画の

評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

基本理念１　健やかで安心なまち

1.25（平
成31年
度）

1.05（平
成26年）

1.25 1.11 1.25 1.103-1

令和元年度

1.25 集計中

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続し
つつ、施策の更なる発
展を目指し必要に応じ
て取り組み方法を工夫
すること。

委員会意見と同じ

10人 13人 ５人 11人

３．子ども・子育て
支援の充実

3-1

母子保健事業等の
推進

(総合戦略基本目
標３－②)

健康保
険課 ①順調

不妊治療への助成件
数、３歳６か月児健
診、５歳児健康相談の
受診率について、令和
元年度は目標を大きく
達成できた。
また7月より、子育て
世代包括支援セン
ターの開設を行い、子
育て共生課と連携を
取りながら情報共有
し、ケース対応をする
ことができた。年度末
に実施したアンケート
調査により、同セン
ターの相談窓口を知ら
ない町民が多くいるこ
とが分かったため、周
知方法に対する課題
がある。

引き続き、不妊治療へ
の支援、赤ちゃん訪問
や乳幼児健診等の母
子保健事業を推進し
ていく。
昨年度より実施してい
る「ベビーマッサージ
＆ベビーヨガ講座」の
内容を充実させ、母親
の子育てによる不安
軽減や地域での孤立
化を防ぐため、母親同
士のつながりを意識し
た産前産後サポート
事業として実施する。
また子育て世代包括
支援センターとして、
子育て共生課と連携
を取りながら、同セン
ターの相談窓口の周
知を図りつつ、妊娠期
から子育て期にわたる
切れ目ない支援を行
う。

引き続き、不妊治療へ
の支援、赤ちゃん訪問
や乳幼児健診等の母
子保健事業を推進し
ていく。
子育て世代包括支援
センターとしての体制
や事業についても前
年度実績を反映し、今
後の事業を展開して
いく。

3-2
就学前教育・保育

の充実

子育て共
生課

②概ね
順調

平成２６年度策定の
「上里町子ども・子育
て支援事業計画」に基
づき、子育て支援に係
る取り組みを実施し
た。また、「第２期上里
町子ども・子育て支援
事業計画」も策定し
た。令和２年４月の開
所に向け公立保育所
の建設を行った。

「第２期上里町子ども・
子育て支援事業計画」
に基づき、子育て支援
に係る取り組みを実施
する。引き続き保育所
等の待機児童減少を
目指す等、安心して子
育てできる環境の促
進を図る。

「第2期上里町子ども・
子育て支援事業計画」
に基づき、子育て支援
に係る取り組みを実施
する。

26人（平
成26年
度）

10人 41人 5人 5人

② 不妊治療助成件数

50件（平
成27～31
年度累
計）

0件（平
成26年
度）

13件 26件 13件 38件

③ 保育所待機児童数
0人（平
成31年
度）

20人（平
成26年
度）

②概ね
順調

4,000人
（平成31
年度）

⑦ 5歳児健康相談受診率
88%（平
成31年
度）

④ 児童クラブ待機児童数
0人（平
成31年
度）

2,178人
（平成26
年度）

3,000人 1,659人 3,500人 1,304人

⑥ 3歳6か月児健康診査受診率
94%（平
成33年
度）

90.6%
94％（平成
３３年度）

94.4%
94％（平成
３３年度）

94.4%

保育園待機児童者数に
ついては目標達成には
至っていないが減少し
ていることが確認でき
る。「第2期上里町子ど
も・子育て支援事業計
画」の基づき安心して子
育てが実施できる環境
の実現に向けて事業を
進めること。

委員会意見と同じ

⑤
地域子育て支援拠点利用者

数

85.8%
（平成26
年度）

87.0% 85.8% 88.0% 94.9%
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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

番号 施策項目
番号

指標名基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画の

評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

令和元年度
委員会意見

最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

児童館の運営

放課後児童クラブの運
営・運営支援

地域子ども・子育て支援
事業（子育て世代包括
支援センター、地域子育
て支援拠点、ファミリー・
サポートセンター等）

各種経済的支援（児童
手当等）

子育て支援ネットワーク
づくりの支援（「子どもと
一緒に遊び隊」の育成
等）

児童虐待等要保護児童
対策

青少年健全育成活動の
推進

放課後子ども教室事業

子どもの人権研修会

各種経済的支援（ひとり
親家庭等医療費、児童
扶養手当、保育料減額
等）

保育所入所選考等での
ポイント加算、町営住宅
入居所得制限の緩和

保育所入所選考等での
ポイント加算、町営住宅
入居所得制限の緩和

3-3

3-3

3-1

3-1

3-1

3-1

3-2

⑦ 5歳児健康相談受診率 88.0% 89.3%
①大きく達

成（１０
０％以上）

1.25 集計中

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

13件 38件
①大きく達

成（１０
０％以上）

③未達成
（７０％未

満）

94％（平成
３３年度）

97.3%
①大きく達

成（１０
０％以上）

３．子ども・子育て
支援の充実

3-3
子育て支援の充実
（総合戦略基本目

標3-3）

子育て共
生課

②概ね
順調

平成２６年度策定の
「上里町子ども・子育
て支援事業計画」に基
づき、子育て支援に係
る取り組みを実施し
た。妊娠・出産・子育
て期と切れ目ない支
援を行うため、子育て
世代包括支援セン
ターを設置し情報提供
や相談支援を行った。
同年10月から開始し
た教育・保育の無償化
制度に伴い、保育料
の免除に加え副食費
の補助も行うなど保護
者の負担軽減に努め
た。公立放課後児童ク
ラブの運営について在
り方の見直しを検討し
た。

各種事業の進捗管理
をし、「第２期上里町
子ども・子育て支援事
業計画」に基づき、子
育て支援に係る取り組
みを実施する。新規に
整備された支援拠点
や子育て短期支援事
業等について、必要な
人に利用してもらえる
よう周知していく。

「第２期上里町子ども・
子育て支援事業計画」
に基づき、子育て支援
に係る取り組みを実施
する。「子ども家庭総
合支援拠点」の設置に
向け要保護児童対策
等踏まえ検討する。

②概ね
順調

児童クラブ待機児童者
数については目標達成
には至っていないが減
少していることが確認で
きる。施策として効果が
あった。「第2期上里町
子ども・子育て支援事
業計画」の基づき安心
して子育てが実施でき
る環境の実現に向けて
事業を進めること。

委員会意見と同じ

① 1.10

38件

3歳6か月児健康診査受診率
94%（平
成33年
度）

90.6%
94％（平成
３３年度）

94.4%
94％（平成
３３年度）

94.4%

０人 7人
③未達成
（７０％未

満）

0人 5人
③未達成
（７０％未

満）

4,000人 1,338人

② 不妊治療助成件数

50件（平
成27～31
年度累
計）

0件（平
成26年
度）

13件 26件 13件

合計特殊出生率
1.25（平
成31年
度）

1.05（平
成26年）

1.25 1.11 1.25

③ 保育所待機児童数
0人（平
成31年
度）

20人（平
成26年
度）

10人 13人 ５人 11人

④ 児童クラブ待機児童数
0人（平
成31年
度）

26人（平
成26年
度）

10人 41人 5人 5人

委員会意見と同じ

⑤
地域子育て支援拠点利用者

数

4,000人
（平成31
年度）

2,178人
（平成26
年度）

3,000人 1,659人 3,500人 1,304人

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続し
つつ、施策の更なる発
展を目指し必要に応じ
て取り組み方法を工夫
すること。

委員会意見と同じ

⑥

生涯学
習課

①順調

のびっ子教室等放課
後子ども教室は３月予
定事業を除き全小学
校で実施することがで
きた。子どもの人権研
修会は３月実施予定
であった小学校以外
予定通り実施すること
ができた。呼びかけた
参加者もほぼ参加す
ることができ人権教育
と啓発をすることがで
きた。

放課後子供教室につ
いて、サポーター等の
資質向上に努め、より
満足感の高い事業の
提供に努めていく。町
内各小学校５校にお
いて学校教職員とPTA
を中心に、差別のない
明るい地域づくりの気
運を高めるための研
修会を実施する。

放課後子供教室につ
いて、サポーター等の
資質向上に努め、より
満足感の高い事業の
提供に努めていく。町
内各小学校５校にお
いて学校教職員とPTA
を中心に、差別のない
明るい地域づくりの気
運を高めるための研
修会を実施する。

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続し
つつ、施策の更なる発
展を目指し必要に応じ
て取り組み方法を工夫
すること。

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続し
つつ、施策の更なる発
展を目指し必要に応じ
て取り組み方法を工夫
すること。

委員会意見と同じ

国等の定める基準に
基づき、児童扶養手
当等の適正な支給に
努めた。また、保育所
入所選考や保育料の
軽減措置など優遇を
図った。

該当者の状況の把握
に努め、児童扶養手
当等各種手当の適正
な支給、保育所等入
所時の選考優遇など
継続して取り組む。

該当者の状況の把握
に努め、児童扶養手
当等各種手当の適正
な支給、保育所等入
所時の選考優遇など
継続して取り組む。

町営住宅入居者（84
世帯）のうち、25世帯
（約３割）が寡婦（夫）
控除を適用している。

町営住宅では、「同居
者に小学校就学前の
者がいる方」には、入
居所得制限の緩和を
行っている。
入居予定者の選定で
は、「母子及び父子並
びに寡婦福祉法に規
定する者で、20歳未満
の児童を扶養している
者」に優先的な措置を
講じている。
入居者の収入の算定
では、非婚の母（父）
についても、寡婦（夫）
控除の対象としている
（みなし寡婦（夫）控除
の適用）。
入居募集時に制度の
周知を図り、ひとり親
家庭への支援に努め
る。

町営住宅では、「同居
者に小学校就学前の
者がいる方」には、入
居所得制限の緩和を
行っている。
入居予定者の選定で
は、「母子及び父子並
びに寡婦福祉法に規
定する者で、20歳未満
の児童を扶養している
者」に優先的な措置を
講じている。
入居者の収入の算定
では、非婚の母（父）
についても、寡婦（夫）
控除の対象としている
（みなし寡婦（夫）控除
の適用）。
入居募集時に制度の
周知を図り、ひとり親
家庭への支援に努め
る。

88%（平
成31年
度）

85.8%
（平成26
年度）

87.0% 85.8% 88.0% 94.9%

3-4
ひとり親家庭への

支援の充実

子育て共
生課

①順調

まち整備
課 ①順調

8



自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

番号 施策項目
番号

指標名基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画の

評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

令和元年度
委員会意見

最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

出会い・婚活サポート事
業の展開

① 3-1 合計特殊出生率
1.25（平
成31年
度）

1.05（平
成26年）

1.25 1.11 1.25 1.10 1.25 集計中

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

② 3-1 不妊治療助成件数

50件（平
成27～31
年度累
計）

0件（平
成26年
度）

13件 26件 13件 38件 13件 38件
①大きく達

成（１０
０％以上）

③ 3-2 保育所待機児童数
0人（平
成31年
度）

20人（平
成26年
度）

10人 13人 ５人 11人 ０人 7人
③未達成
（７０％未

満）

④ 3-3 児童クラブ待機児童数
0人（平
成31年
度）

26人（平
成26年
度）

10人 41人 5人 5人 0人 5人
③未達成
（７０％未

満）

⑤ 3-3
地域子育て支援拠点利用者

数

4,000人
（平成31
年度）

2,178人
（平成26
年度）

3,000人 1,659人 3,500人 1,304人 4,000人 1,338人
③未達成
（７０％未

満）

⑥ 3-1 3歳6か月児健康診査受診率
94%（平
成33年
度）

90.6%
94％（平成
３３年度）

94.4%
94％（平成
３３年度）

94.4%
94％（平成
３３年度）

97.3%
①大きく達

成（１０
０％以上）

⑦ 3-1 5歳児健康相談受診率
88%（平
成31年
度）

85.8%
（平成26
年度）

87.0% 85.8% 88.0% 94.9% 88.0% 89.3%
①大きく達

成（１０
０％以上）

令和元年度は1件の
婚活イベントを主催し
開催した。このイベント
は30代から40代を対
象に、身だしなみ講座
とパーティーを組み合
わせたもので定員男
性25人女性25人に対
して、男性78人女性52
人の応募があり、10組
のカップルが成立し
た。うち上里町在住も
しくは就業している方
については募集人数
が男性6人女性3人、
そのうち参加人数が
男性2人女性1人、カッ
プル成立数は1組（女
性1名）だった。
北部地域地方創生推
進協議会参画市町村
の婚活イベントに対
し、支援事業として補
助金の交付を行った。
また、SAITAMA出会
いサポートセンターの
広報をホームページ
や広報などで行った結
果、上里町民の登録
者数数は男性5人から
11人に、女性4人から5
人となった。

県北７市町村の共同
による婚活事業を継
続実施する。結婚部
会副部会長として、会
長である本庄市と共
に、魅力ある婚活イベ
ントや効果的な広報手
段を検討し、上里町に
関わる参加者の増加
を目指す。

県北７市町村の共同
による婚活事業を継
続実施する。また、上
里町民の婚活イベント
参加向上のために、
効果的な広報手段等
についても検討する。

３．子ども・子育て
支援の充実

3-5 少子化対策の推進
総合政
策課

②概ね
順調

②概ね
順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続し
つつ、施策の更なる発
展を目指し必要に応じ
て取り組み方法を工夫
すること。

委員会意見と同じ
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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

① 高齢者福祉・介護分野の満足度
30%（平成
33年度）

22.6%
30%（平成
33年度）

アンケート
未実施

30%（平成
33年度）

アンケート
未実施

30%（平成
33年度）

20.5%
②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

②
自分自身が健康だと感じる高齢者

（60歳以上）の割合
80%（平成
33年度）

74.0%
80%（平成
33年度）

アンケート
未実施

80%（平成
33年度）

アンケート
未実施

80%（平成
33年度）

70.2%
②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

③ 4-2 地域包括支援センターの数

2か所（ブラ
ンチ含む）
（平成33年

度）

1か所 累計１か所 累計１か所 累計１か所 累計１か所 累計１か所 累計１か所
①大きく達
成（１００％

以上）

④ 4-2
介護保険給付費に占める居宅

サービス費の割合
56.28％
（H32）

58.0% 58.7% 53.7% 59.1% 53.0% 59.4% 54.8%
②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

住民主体の日中
の居場所づくりの
支援

地域包括支援セ
ンター運営事業

地域ケア会議の
開催

在宅医療・介護連
携推進事業

認知症総合支援
事業

生活支援体制整
備事業

高齢者見守りネッ
トワークの構築

番号 施策項目
番号

指標名

累計1,650
人

36.2% 28.0% 36.4% 53.5%

累計130人 累計179人 累計140人 累計221人

20行政区
（平成31年

度）
－ 16行政区

累計36行
政区

（累計20か
所）

累計1,515
人

②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

累計255 累計210人
②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

36.6% 50.7%
①大きく達
成（１００％

以上）

累計150人 累計233人
①大きく達
成（１００％

以上）

20行政区

累計52行
政区

（累計28か
所）

①大きく達
成（１００％

以上）

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

基本理念１　健やかで安心なまち

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画 委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度 令和元年度

②概ね
順調

効果がある施策につい
ては今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。検討を要す
る施策については必要
に応じて見直し改善を
行うこと。

４．高齢者福祉・介
護の充実

4-1
介護予防の推進
（総合戦略基本目

標4-2）

高齢者い
きいき課

介護予防・日常生
活支援総合事業
（介護予防ケアマ
ネジメント、訪問
型サービス、通所
型サービス、「こ
むぎっち　ちょっく
ら健康体操」の普
及、「コグニサイ
ズ」の普及、元気
ちょっくらサポー
ター（介護予防サ
ポーター）の養成
等）

①順調

　こむぎっちちょっくら
健康体操の普及に努
め、体操を実施する行
政区数、元気ちょっく
らサポーター数共に目
標を達成した。（行政
区別の体操実施率は
85％）
また、総合事業の訪
問型・通所型サービス
とこむぎっちちょっくら
健康体操を組合せて
利用するよう支援し、
運動の機会を増やす
と共に地域の居場所
づくりやつながりを大
切にするよう支援でき
た。
体操継続地区の課題
として、参加人数が減
少してきた地区がみら
れること、次世代を担
うサポーターがいない
ことがあげられた。
　認知症予防のコグニ
サイズについては元
気ちょっくらサポー
ターへ紹介し、少数の
地区で実施できた。さ
らに、町職員が公民
館の出前講座でコグ
ニサイズを紹介し啓発
を図った。

　総合事業について
は、令和元年度の取
組みに加え、参加者
のモチベーションを高
めるために、毎年各地
区を回りながら参加者
1名の表彰・景品を渡
す取組を実施する。
また、課題としてあげ
られた体操の参加者
が減少している地区
には個別訪問時にサ
ポーターと話し合い、
原因を分析し、サポー
ターや参加者が誘い
たい方に個別に訪問
する。
そして、もう１つの課題
である次世代のサ
ポーターを育成するた
め、各地区を回りなが
らサポーター養成講
座を周知していく。
　また、コグニサイズ
は引き続き普及に努
める。
　総合事業の公的
サービスと住民主体
のこむぎっち　ちょっく
ら健康体操を組み合
わせて利用することの
支援も継続して取組
む。

4-2
地域包括ケアの推

進
高齢者い
きいき課

②概ね
順調

高齢になっても暮らし
やすい町づくり「地域
包括ケアの推進」を目
指して左記の各事業
を実施し、以下の評
価・課題があげられ
た。
・地域包括支援セン
ター運営事業は高齢
者数の増加に伴い相
談件数が増えており、
センター1か所で相談
を受ける現在の体制
について見直しが必
要。
・地域ケア会議は推進
会議を実施し、地域課
題の解決策について
意見交換ができた。
・医療・介護連携では
関係者の顔の見える
関係ができつつある。
今後は連携における
課題抽出と解決策の
検討が必要。
・認知症支援は早期
把握・支援する取組を
実施し、認知症本人
の支援はもとより家族
の負担軽減もできた。
・生活支援体制整備
事業では賀美小学校
地区をモデル地区に
選定し、町民が地域
課題を考える機会とな
り住民互助で解決す
る方法を話し合うこと
で、住民互助の意欲
向上につながった。
・高齢者見守りネット
ワークは民間事業者
と協定を結んでいるが
情報が入ってこないこ
とが課題。

今までの取り組みを継
続し、課題となった以
下のことに取り組む。
・地域包括支援セン
ターの在り方につい
て、ブランチ（住民に
身近な場所で相談窓
口を設置）方法を検討
する。
・医療・介護連携にお
ける課題を医療・介護
それぞれの立場から
抽出し、課題解決策を
検討する。
・賀美小地区モデル事
業は、支えあい活動を
令和3年度に開始する
準備を行う。
・高齢者見守りネット
ワークは民間事業者
との連携を見直す。

4-4

4-4

⑤
要介護等認定者のうち軽度者の

割合（事業対象者含む）
56.0％
（H32）

28.3%

　総合事業について
は、令和元年度の取
組みに加え、参加者
のモチベーションを高
めるために、毎年各地
区を回りながら参加者
1名の表彰・景品を渡
す取組を実施する。
また、課題としてあげ
られた体操の参加者
が減少している地区
には個別訪問時にサ
ポーターと話し合い、
原因を分析し、サポー
ターや参加者が誘い
たい方に個別に訪問
する。
そして、もう１つの課題
である次世代のサ
ポーターを育成するた
め、各地区を回りなが
らサポーター養成講
座を周知していく。
　また、コグニサイズ
は引き続き普及に努
める。
　総合事業の公的
サービスと住民主体
のこむぎっち　ちょっく
ら健康体操を組み合
わせて利用することの
支援も継続して取組
む。

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

4-2

4-1⑥ 元気ちょっくらサポーターの数
150人

（平成31年
度）

－

令和2年度の取組みを
継続しつつ、以下のこ
とを実施する。
・地域包括支援セン
ターのブランチ受託事
業所を選定する。受託
先がない場合はブラン
チ設置を再検討する。
・医療・介護連携の課
題解決策を実行に移
す。
・賀美小地区の支えあ
い活動を開始する。

18行政区

累計48行
政区

（累計25か
所）

⑧ 老人クラブ活動人数
1650人

（平成33年
度

1,758人
累計1,622

人
累計1,588

人
累計1,630

人
累計1,554

人

委員会意見と同じ

⑦
こむぎっちちょっくら健康体操を実

行した行政区

⑨ シルバー人材センター登録者数

4-1

255人
（平成31年

度）

85.8%（平
成26年
度）

累計235人 累計213人 累計245人 累計215人
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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

番号
施策項目

番号
指標名基本目標

施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画の

評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画 委員会意見

最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度 令和元年度

介護保険サービ
スの給付

① 高齢者福祉・介護分野の満足度
30%（平成
33年度）

22.6%
30%（平成
33年度）

アンケート
未実施

30%（平成
33年度）

アンケート
未実施

30%（平成
33年度）

20.5%
②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

県・関係団体等と
連携した介護人
材の確保の促進

②
自分自身が健康だと感じる高齢者

（60歳以上）の割合
80%（平成
33年度）

74.0%
80%（平成
33年度）

アンケート
未実施

80%（平成
33年度）

アンケート
未実施

80%（平成
33年度）

70.2%
②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

③ 4-2 地域包括支援センターの数

2か所（ブラ
ンチ含む）
（平成33年

度）

1か所 累計１か所 累計１か所 累計１か所 累計１か所 累計１か所 累計１か所
①大きく達
成（１００％
以上）

④ 4-2
介護保険給付費に占める居宅

サービス費の割合
56.28％
（H32）

58.0% 58.7% 53.7% 59.1% 53.0% 59.4% 54.8%
②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

老人福祉センター
の運営

老人クラブ活動補
助事業

シルバー人材セ
ンター運営補助
事業

老人福祉・生きが
い事業

4-2

4-1

4-1

4-4

4-4 累計255 累計210人
②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

36.6% 50.7%
①大きく達
成（１００％

以上）

累計150人 累計233人
①大きく達
成（１００％

以上）

20行政区

累計52行
政区

（累計28か
所）

①大きく達
成（１００％

以上）

累計1,650
人

累計1,515
人

②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

４．高齢者福祉・介
護の充実

4-3
介護保険サービス

の充実
高齢者い
きいき課

②概ね
順調

第7期介護保険事業
計画に基づき、地域
密着型サービスの「小
規模多機能型居宅介
護」の事業者の公募を
平成30年度に引き続
き2回行ったが、採算
が合わず単独で実施
するのが難しい事業
のため、選定に至らな
かった。今後、引き続
き公募を行うか再検討
が必要と思われる。

介護運営協議会を立
ち上げ、第7期介護保
険事業計画の進捗状
況や第8期介護保険
事業計画策定に係る
実態把握調査につい
て報告・検討したが、
まだ立ち上げ当初で
更なる議論の活性化
が必要なため、積極
的に介護運営協議会
を活用していきたい。

介護保険サービスの
適正な給付を行うた
め、介護保険事業計
画に基づきケアプラン
点検等の適正化事業
を行う。

地域密着型サービス
である「小規模多機能
型居宅介護」の事業
者公募を第8期介護保
険事業計画に位置付
けるか検討する。

第7期介護保険事業
計画の最終年度であ
るため、令和元年度に
行った実態把握調査
結果に基づき、第8期
介護保険事業計画策
定を策定する。

介護保険サービスの
適正な給付を行うた
め、介護保険事業計
画に基づきケアプラン
点検等の適正化事業
を行う。

介護運営協議会にお
いて、第8期介護保険
事業計画の進捗管理
及び評価を行う。

4-4 高齢者福祉の充実
高齢者い
きいき課

②概ね
順調

新たな敬老祝金につい
ての問い合わせや支給
に対してスムーズに対
応できた。

老人クラブやシルバー
人材センターへの助言
指導及び広報等により、
高齢者の生きがいづくり
の場として活性化を図ろ
うとしたが、登録人数の
増加には至らなかった。
その理由として、新規の
60歳代の登録者が、勤
務形態及び地域コミュニ
ティーの変化により増加
しなかったことや、周知
方法が広報限定だった
ことが考えられる。しか
し、両方とも大幅な減少
はしていないため、広報
等の一定の効果はあっ
たと思われる。今後は会
員数等の増加を目標
に、更なる広報等の強
化を行い、併せて新事
業を考えたい。

介護者家族への支援を
手厚くするため、「要介
護高齢者介護手当」の
支給対象に要介護3を含
めるかどうかについて、
近隣市町等の調査研究
を行い、係内で検討した
が結論が出なかったた
め、令和2年度に再度検
討する。市町等の調査
研究を行い、可能かどう
かを係内で検討したが、
検討回数が少なく、ほと
んど議論がされず結論
がでなかったため、保留
となってしまった。令和2
年度に再度検討が必要
と思われる。

令和元年度で決められ
なかった老人クラブによ
る見守り活動の詳細を
決める。
　
町HPにて老人クラブの
活動のPRを行い、会員
増強につなげていく。
　
高齢者の生きがいづくり
の場として、老人クラブ
やシルバー人材セン
ターへの助言・指導等を
行い、その活性化を図
る。

老人クラブ見守り活動を
地域の単位老人クラブを
中心に実施。
　
高齢者の生きがいづくり
の場として、老人クラブ
やシルバー人材セン
ターへの助言・指導等を
行い、その活性化を図
る。

⑤
要介護等認定者のうち軽度者の

割合（事業対象者含む）
56.0％
（H32）

②概ね
順調

効果がある施策につい
ては今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。検討を要す
る施策については必要
に応じて見直し改善を
行うこと。

委員会意見と同じ

28.3% 36.2% 28.0% 36.4% 53.5%

⑥ 元気ちょっくらサポーターの数
150人

（平成31年
度）

－ 累計130人 累計179人 累計140人 累計221人

②概ね
順調

効果がある施策につい
ては今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。検討を要す
る施策については必要
に応じて見直し改善を
行うこと。

委員会意見と同じ

⑦
こむぎっちちょっくら健康体操を実

行した行政区

20行政区
（平成31年

度）
－ 16行政区

累計36行
政区

（累計20か
所）

18行政区

累計48行
政区

（累計25か
所）

⑨ シルバー人材センター登録者数
255人

（平成31年
度）

85.8%（平
成26年
度）

累計235人 累計213人 累計245人 累計215人

⑧ 老人クラブ活動人数
1650人

（平成33年
度

1,758人
累計1,622

人
累計1,588

人
累計1,630

人
累計1,554

人
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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

授産製品等の優
先調達

障害者の一般就
労の促進

障害者虐待防止
センターの運営

障害福祉サービ
ス（自立支援給
付・地域生活支援
事業）

児玉郡市障害者
就労支援センター
事業

障害児通所支援
（児童発達支援・
放課後等デイ
サービス等）

児玉郡市地域自
立支援協議会の
運営

各種支援事業（重
度心身障害者医
療費、在宅重度
心身障害者手当
等）

委員会意見と同じ

60万円
2,397,700

円

①大きく達
成（１０

０％以上）

2人
(累計8人)

4人
(累計9人)

①大きく達
成（１０

０％以上）

施策として効果があっ
た。今後も周知を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ ①
障害者就労施設等から物品等

の調達金額

150万円
（平成29
～33年度

累計）

60,000円 60万円 60万円5-1 60万円 584,080円

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

①順調

障害福祉サービス、障
害者就労支援セン
ター事業、障害児通所
支援などの様々な
サービスの提供に努
めることができた。

地域で自立した生活
を継続していくことが
できるように、状況に
合わせたサービス提
供に努める。また、よ
り充実したサービスの
提供ができるように体
制を整備することも考
えていく。

地域で自立した生活
を継続していくことが
できるように、状況に
合わせたサービス提
供に努める。また、よ
り充実したサービスの
提供ができるように体
制を整備することも考
えていく。

②概ね
順調

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

基本理念１　健やかで安心なまち

②概ね
順調

制度の周知等、障害
者支援についてはお
おむね順調に取り組
むことができた。

制度の周知を図り、引
き続き障害者支援事
業を進めていく。

制度の周知を図り、引
き続き障害者支援事
業を進めていく。

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

障害福祉サービス
の充実

町民福
祉課

５．障害者（児）福
祉の充実

5-1
障害者支援の理念

の啓発
町民福
祉課

5-2

委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度 令和元年度
番号 施策項目

番号
指標名

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ ②
就労移行支援事業により福祉
的就労から一般就労に移行し

た人数

10人（平
成29～33
年度累

計）

2人
2人

(累計4人)
2人

(累計2人)
2人

(累計6人)
3人

(累計５人)
5-1

５．障害者（児）福
祉の充実

5-3
障害福祉サービス

の充実
町民福
祉課 ①順調

順調に取り組むことが
出来た。制度の周知
に努め、ニーズに対し
ては迅速に対応する
ことが出来た。

障害者（児）や介護者
へのきめ細やかな生
活支援に努める。

障害者（児）や介護者
へのきめ細やかな生
活支援に努める。

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工

夫すること。
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基本理念２．快適で安全なまち
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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

意見 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

児玉工業団地ア
クセス道路新設
事業

橋りょう維持補修
事業

都市計画マスター
プランの推進

開発行為指導要
綱の適正な運用

各種都市計画手
法の検討

上里町コミュニ
ティバス「こむぎっ
ち号」運行事業

生活バス路線運
行支援事業

高崎線沿線地域
活力維持向上推
進協議会への参
画

駅北コミュニティ
広場管理運営事
業

駅南広場施設管
理事業

6-3

6-3

番号 施策項目
番号

指標名

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

100.0% 100.0%
①大きく達

成（１０
０％以上）

60.0% 59.7% 80.0%

① 地区計画の導入数
3以上

（平成33
年度）

2 累計3 累計3
累計3以

上
累計3

累計3以
上

6-2

6-1

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

基本理念２　快適で安全なまち

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

道路・橋りょうの整
備・維持管理

まち整備
課 ①順調

委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度 令和元年度

累計3
①大きく達

成（１０
０％以上）

76.3%

6-1

児玉工業団地アクセ
ス道路の用地買収・一
部区間の工事を行っ
た。
本庄道路の整備促進
のため、国に要望を
行った。
橋りょうについては、
「上里町橋りょう長寿
命化修繕計画（以下、
「計画」）」に基づき、
維持修繕を行った。

児玉工業団地アクセ
ス道路の用地買収・工
事を行う。今年度の用
地買収により取得割
合は94％となる予定。
本庄道路の整備促進
のため、国に要望を行
う。
橋りょうについては、
令和元年度で計画に
基づいた維持修繕が
全て完了したため、日
常的な維持管理を行
う。

児玉工業団地アクセ
ス道路の用地買収・工
事を行う。
本庄道路の整備促進
のため、国に要望を行
う。
橋りょうについては、
日常的な維持管理を
行う。

6-2 都市計画の推進
まち整備

課 ①順調
立地適正化計画の策
定に着手した（令和３
年度策定予定）。

立地適正化計画の策
定を推進し、令和２年
度は素案作成までを
目標とする。
都市計画マスタープラ
ンの一部見直しを行
い、神保原駅周辺地
域の整備推進を図る。

立地適正化計画を策
定し、令和４年度から
運用のため、必要な
準備を行う。
神保原駅周辺地域の
整備推進を図る。

6-1

6-3
地域公共交通対策
の充実（総合戦略

基本目標4-4）

総合政
策課

③やや
不調

　令和元年９月に北部
ルート南部ルートの利
便性を向上させるダイ
ヤ改正を行った。高齢
者の交通安全支援と
して交通安全講座を
受講した75歳以上の
町民に対しこむぎっち
号無料パスを交付し
た。一般路線バスの
運行支援についても
継続的に行って行く。
　将来にわたり持続可
能な公共交通網を形
成するため道路交通
網形成計画の策定を
行った。

　令和元年度に行った
交通活性化協議会に
おいて、こむぎっち号
の運行を2年延長し、
その間に次期公共交
通形態の検討を行うこ
ととした。今年度は検
証運行としての北部
ルート南部ルートの新
ルート案の作成を行う
とともに定時定路線以
外の運行形態につい
ても情報収集を行う。
一般路線バスの運行
支援についても継続
的に行って行く。

76.9%

神保原駅の1日当たり乗車人
員

2,900人
（平成33
年度）

2,822人 2,200人

※統計結
果未公

表。H30.7
現在不明

2,400人

③ 橋りょう維持補修の進捗率
51.1%

（平成33
年度）

2.3% 76.9% 76.9% 84.6%

　新ルートによる試験
運行を開始するととも
に、定時定路線以外
の運行形態について
も検証運行の実施に
ついてを検討する。
一般路線バスの運行
支援についても継続
的に行って行く。

③やや
不調

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

目的は達成できなかっ
たが、施策の重要性を
鑑み、運行方法等の改
善を検討しながら事業
を継続すること。

委員会意見と同じ

委員会意見と同じ
まち整備

課 ①順調

神保原駅南北自由通
路改修工事を行った
（３年目）。駅北の駐輪
場・自動車駐車場等
の管理・運営は、業務
委託した。駅南の駐輪
場は管理協定により
業者が管理運営を行
い、駅南広場・トイレ
等の管理を行った。

神保原駅南北自由通
路改修工事を行う（最
終年）。駅北の駐輪
場・自動車駐車場等
の管理・運営は、業務
委託する。駅南の駐
輪場は管理協定によ
り業者が管理運営を
行い、駅南広場・トイ
レ管理を行う。

駅北の駐輪場・自動
車駐車場等の管理・
運営は、業務委託す
る。駅南の駐輪場は
管理協定により業者
が管理運営を行い、
駅南広場・トイレ管理
を行う。

①順調
施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
すること。

６．都市基盤の充
実

2828人 2,600人 2,799人
①大きく達

成（１０
０％以上）

⑤ コミュニティバス年間利用者数
31,000人
（平成31
年度）

10,931人
（平成26
年度）

20,000人 15,454人 25,000人 16,300人 31,000人 16,018人
③未達成
（７０％未

満）

④

②
児玉工業団地アクセス道路用

地の取得割合

100%
（平成33
年度）

5.4% 40.0% 46.0%
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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

意見 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

番号
施策項目

番号
指標名基本目標

施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画の

評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画 委員会意見

最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度 令和元年度

こむぎっちウォー
キングコースの設
定

① 6-2 地区計画の導入数
3以上

（平成33
年度）

2 累計3 累計3
累計3以

上
累計3

累計3以
上

累計3
①大きく達

成（１０
０％以上）

② 6-1
児玉工業団地アクセス道路用

地の取得割合

100%
（平成33
年度）

5.4% 40.0% 46.0% 60.0% 59.7% 80.0% 76.3%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

③ 6-1 橋りょう維持補修の進捗率
51.1%

（平成33
年度）

2.3% 76.9% 76.9% 84.6% 76.9% 100.0% 100.0%
①大きく達

成（１０
０％以上）

安全な歩行空間
の整備

④ 6-3
神保原駅の1日当たり乗車人

員

2,900人
（平成33
年度）

2,822人 2,200人

※統計結
果未公

表。H30.7
現在不明

2,400人 2828人 2,600人 2,799人
①大きく達

成（１０
０％以上）

⑤ 6-3 コミュニティバス年間利用者数
31,000人
（平成31
年度）

10,931人
（平成26
年度）

20,000人 15,454人 25,000人 16,300人 31,000人 16,018人
③未達成
（７０％未

満）

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

6-4
安全な歩行空間の

整備

生涯学
習課

②概ね
順調

　コースの設定につい
ては、すでに平成29年
度までに６コース（東
西南北４コース、初心
者コース２コース）を設
定しており当初の目的
を達成している。
　また、町民向けに
コースパンフレットを
作成し、29年度に毎戸
配布しているほか、令
和元年度においては、
コースの積極的な活
用に向け、町民への
啓発だけでなく、公民
館事業といったイベン
トでの活用なども行っ
た。

コースのさらなる利用
促進のため、施設修
繕や整備を行っていく

コースのさらなる利用
促進のため、施設修
繕や整備を行っていく

②概ね
順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に応
じて取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

まち整備
課 ①順調

児玉工業団地アクセ
ス道路の用地買収を
行い、一部区間の工
事を行った。
町道119号線の工事を
行い、完成させた。

児玉工業団地アクセ
ス道路の用地買収・工
事を行う。

児玉工業団地アクセ
ス道路の用地買収・工
事を行う。

①順調

６．都市基盤の充
実
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自己評
価

委員会 審議委員意見 審議会意見

意見 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

公共Wi-Fi環境の
整備

情報セキュリティ
の強靭化

個人情報保護の
強化

オープンデータ化
事業

i広報紙発行事業

シティプロモーショ
ン事業

7-1

7-2

7-3

7-2

7-2

7-2

番号 施策項目
番号

指標名

11.4%

平成29年度

①順調

令和元年度

累計10か
所

累計10か
所

①大きく達
成（１０

０％以上）

累計15項
目

0
③未達成
（７０％未

満）

16.0% 15.0%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

公衆Wi-Fi環境につい
ては、年度内に工事を
実施し、完了・共用を
開始した。役場庁舎、
図書館、ワープ上里、
公民館６館、空の杜保
育園の合計１０施設、
３２のアクセスポイント
を整備し、公衆Wi-Fiを
セキュアに提供できる
仕組みとして、利用者
認証機能と全アクセス
ポイントを一括管理で
きるクラウド型管理シ
ステムを導入した。
情報セキュリティに関
しては、国のガイドライ
ンに基づき情報セキュ
リティポリシーを改訂
し、インシデント発生
時の即応体制である
CSIRTの設置、三層分
離の明確化、端末等
廃棄にあたっての留
意事項等を新たに追
加するなど、セキュリ
ティ確保における基準
を強化した。

① 公共Wi-Fiスポットの新設か所
数

累計10箇
所

- 累計0か所 累計0か所 累計0か所 累計0か所

96,000人 137,150件
①大きく達

成（１０
０％以上）

累計600人 累計653人
①大きく達

成（１０
０％以上）

372人（平
成26年度）

累計540人 累計558人

累計230件 累計376件
①大きく達

成（１０
０％以上）

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画

の評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

基本理念２　快適で安全なまち

公衆Wi-Fi環境の安全
性を確保し、安定的運
用を図る。
災害時の有効的な活
用方法を検討する他、
住民周知・利用状況
調査等を実施する。必
要に応じて設置箇所
拡大を検討する。
情報セキュリティにつ
いては、平成28年度
に実施した自治体情
報セキュリティ強靭化
対策（インターネット分
離等）から５年が経過
する令和３年度に向け
て、更なる強靭化対策
（業務効率化や利便
性向上を含む）を見据
えた機器更改やシス
テム導入を検討し、予
算要求を行う。
また、ICT-BCP（情報
システムに係る業務
継続計画）、情報セ
キュリティポリシーに
基づく緊急時対応計
画を策定する。

公衆Wi-Fi環境の安全性を
確保し、安定的運用を図
る。
災害時の有効的な活用方
法を検討する他、住民周
知・利用状況調査等を実施
する。必要に応じて設置箇
所拡大を検討する。
情報セキュリティについて
は、平成28年度に実施した
自治体情報セキュリティ強
靭化対策（インターネット分
離等）から５年が経過する
ため、更なる強靭化対策
（業務効率化や利便性向
上を含む）を踏まえた機器
更改やシステム導入を実
施する。

委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時 平成30年度

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続し
つつ、施策の更なる発
展を目指し必要に応じ
て取り組み方法を工夫
すること。

委員会意見と同じ

総務課 ①順調

問題となる事案もな
く、個人情報は正常に
保護されており、情報
公開などの情報利用
も順調に進められてい
る。

引き続き、個人情報の
厳格な保護と、情報利
用の推進を図る。

引き続き、個人情報の厳格
な保護と、情報利用の推進
を図る。

④不調

オープンデータの活用
に町の活性化にもつな
がるもののため各課と
協力し実施できるよう取
り組みを工夫すること。

委員会意見と同じ

④ ホームページ年間アクセス数
96,000人

（平成31年
度）

84,000件
（平成26年

度）
90,000人 152,953人 93,000人 106,454人

累計570人

累計210件

② オープンデータ化項目件数
20項目

（平成33年
度）

-
累計10項

目
0

累計13項
目

0

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続し
つつ、施策の更なる発
展を目指し必要に応じ
て取り組み方法を工夫
すること。

委員会意見と同じ

③ マイナンバーカード申請割合
30%

（平成33年
度）

7.86% 10.0% 13.0% 12.4%

累計283件

7-2
情報発信の多元化
と強化（総合戦略

基本目標2-1）

総合政
策課

④不調

共通データセットを保
有する各課へ、データ
セットの提供依頼を実
施したが、各課におい
て保有しているデータ
が県標準レイアウトと
異なるため修正が必
要なものや、標準レイ
アウトに足るデータを
保有していないなどの
理由から、データの収
集に至らなかった。

共通データセットを保
有する各課へ、データ
セットの提供依頼を実
施し、収集したデータ
セットを「埼玉県オープ
ンデータポータルサイ
ト」へアップ（公開）す
る。併せて、共通デー
タセット以外のデータ
セットの公開を検討す
る。

共通データセット以外の
データセットを公開する。
オープンデータのアイデア
ソン・ハッカソン（活用）につ
いて検討する。

総務課 ①順調

現在、広報紙はホー
ムページで見られるほ
か、マチイロでダウン
ロードできる。アプリを
登録している人は、通
知が届くほか他市町
村の広報紙もチェック
できるため、登録者数
は平成30年度283件
から、令和元年度376
件に増えている。

引き続き、町の情報発
信の中心である「広報
かみさと」を「マチイロ」
アプリなどを使い、多
角的に情報発信して
いく。

引き続き、町の情報発信の
中心である「広報かみさと」
を「マチイロ」アプリなどを
使い、多角的に情報発信し
ていく。 72件（平成

26年度）
累計190件 累計224件

⑤ SNS登録者数
500人

（平成31年
度）

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ

⑥ i広報紙アプリ登録者数
150件

（平成31年
度）

７．情報基盤・発信
力の強化

7-1
快適で安全な情報

利用の推進

総合政
策課

累計596人
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自己評
価

委員会 審議委員意見 審議会意見

意見 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

番号 施策項目
番号

指標名
平成29年度 令和元年度

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画

の評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画 委員会意見

最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時 平成30年度

情報セキュリティ
研修の実施

① 7-1
公共Wi-Fiスポットの新設か所

数
累計10箇

所
- 累計0か所 累計0か所 累計0か所 累計0か所

累計10か
所

累計10か
所

①大きく達
成（１０

０％以上）

マイナンバー多目
的利用の推進

② 7-2 オープンデータ化項目件数
20項目

（平成33年
度）

-
累計10項

目
0

累計13項
目

0
累計15項

目
0

③未達成
（７０％未

満）

③ 7-3 マイナンバーカード申請割合
30%

（平成33年
度）

7.86% 10.0% 11.4% 13.0% 12.4% 16.0% 15.0%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

マイナンバー多目
的利用の推進

④ 7-2 ホームページ年間アクセス数
96,000人

（平成31年
度）

84,000件
（平成26年

度）
90,000人 152,953人 93,000人 106,454人 96,000人 137,150件

①大きく達
成（１０

０％以上）

⑤ 7-2 SNS登録者数
500人

（平成31年
度）

372人（平
成26年度）

累計540人 累計558人 累計570人 累計596人 累計600人 累計653人
①大きく達

成（１０
０％以上）

⑥ 7-2 i広報紙アプリ登録者数
150件

（平成31年
度）

72件（平成
26年度）

累計190件 累計224件 累計210件 累計283件 累計230件 累計376件
①大きく達

成（１０
０％以上）

７．情報基盤・発信
力の強化

7-3
行政内部の情報化

の推進

総合政
策課

②概ね
順調

新入職員向け情報セ
キュリティ研修、職員
向け情報セキュリティ
研修（eラーニングを含
む）を例年通り実施し
た。
官民データ活用推進
基本法に基づく「市町
村官民データ活用推
進計画」を策定する予
定であったが、新たに
デジタル手続法が施
行され、行政手続の原
則オンライン化等を含
むデジタル行政の推
進に向けた「情報シス
テム整備計画」の策定
が求められるなど、令
和２年度中の一体的
策定とすることとした。
また、マイナンバー
カードの多目的利用
の推進においては、被
保険者資格確認のオ
ンライン化（健康保険
被保険者証機能の格
納）に向けた必要なシ
ステム改修を実施した
（施行は令和２年度）。
その他、消費税増税
に伴う消費反動減対
策として予定されてい
た自治体ポイント制度
は、国の方針変更に
より「マイナポイント制
度」に変更された為、
当該制度の住民周知
を開始した。

新入職員向け情報セ
キュリティ研修、職員
向け情報セキュリティ
研修（eラーニングを含
む）を実施する。
行政手続の原則オン
ライン化等を含むデジ
タル行政の推進に向
け、官民データ活用推
進基本法に基づく「市
町村官民データ活用
推進計画」と、デジタ
ル行政推進法に基づ
く「情報システム整備
計画」の一体的策定を
行う。
マイナンバーカードへ
の健康保険被保険者
証機能の格納や「マイ
ナポイント制度」に活
用されるマイキーID設
定支援等を実施すると
共に、「情報システム
整備計画」に基づき手
続きのオンライン化の
推進など、マイナン
バーカードの活用シー
ンの拡大（多機能化）
を図ります。

情報セキュリティ研修を定
期的に開催する。
情報化の推進については、
「情報システム整備計画」
に基づき、業務効率化・住
民サービス向上等に資す
る情報システムの整備・情
報政策の実施を着実に実
施する。

②概ね
順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ

町民福
祉課

②概ね
順調

【マイナンバーカード
交付促進】

町広報などによる住民
への周知を行った。ま
た一定期間、マイナン
バーカードの受け取り
に来ない方に対し、再
通知を行うことで交付
の促進につながった。
引き続き住民への周
知や円滑なマイナン
バー業務等に取り組
んでいく。

【マイナンバーカード
交付促進】

マイナンバー制度につ
いて窓口や町広報で
説明していく。マイナン
バーカードが本人確認
書類にもつながる等の
メリットの説明も行う。
一定期間、マイナン
バーカードの受け取り
に来ない方に対し、再
通知により定期的に
交付を促していく。

【マイナンバーカード交付
促進】

多くの住民がマイナンバー
カードを取得し、業務量の
増加も想定されるため、情
報収集に努め円滑に対応
していく。窓口や町広報で
制度やメリットの説明も行
う。
一定期間、マイナンバー
カードの受け取りに来ない
方に対し、再通知により定
期的に交付を促していく。

②概ね
順調

施策として効果があっ
た。カードの普及が向
上することは利用の推
進にもつながることのた
め、今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ
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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

意見 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

総務課
全町一斉清掃事
業 ①順調

第36回「クリーンの
日」も大勢の参加者の
もと、可燃ごみ2350ｋ
ｇ、不燃ごみ840ｋｇを
収集することができ
た。マナー向上や、普
段からの美化の取り
組みも進み、年々ごみ
の量は減ってきてい
る。

第37回「クリーンの
日」は5月の最終日曜
日の実施を予定して
いたが、コロナウイル
ス感染拡大防止のた
め、延期となってい
る。

新しい生活様式を取り
入れ「クリーンの日」を
実施し、マナー向上
や、普段から美化の
取り組みが進むよう、
意識の向上を図って
いく。

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ

環境にやさしい農
業推進事業

環境保全型農業
直接支援対策事
業

河川等の水質検
査

公害等対策事業

児玉郡市広域市
町村圏組合斎場
こだま聖苑の運
営

リサイクル活動の
奨励

一般廃棄物収集・
運搬業務

児玉郡市広域市
町村圏組合での
処理施設の運営

公共部門の温室効果ガス排出
量

令和元年度

928 算定中 ―

22.2% 算定中

指標名

8-1

8-1 算定中

975

478.676 算定中 ―

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 番号 施策項目
番号

8-3

令和３年度実施計画

①

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

基本理念２　快適で安全なまち

委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度

922

―

25,686人 22,965人

②ほぼ達
成（７０
～１０
０％未
満）

0.0%資源化率 23.4% 20.0% 21.0%

くらし安
全課

②概ね
順調

環境基本法等に基づ
き、７公害の苦情処理
及び指導を行う。ま
た、河川の水質検査・
大気の汚染調査を実
施した。

環境保全意識の向上
を図りつつ、継続して
実施する。

環境保全意識の向上
を図りつつ、継続して
実施する。

②概ね
順調

目標を達成でき、施策
として効果があった。水
質検査・汚染調査の結
果を活用し、施策の更
なる発展を目指し必要
に応じて取り組み方法
を工夫すること。

26,374人
（平成32
年度）

22,950人
（平成26
年度）

24,318人

産業振
興課

902g以下
（平成33
年度）

算定中

委員会意見と同じ

①順調

減農薬栽培のため、
水稲籾種の温籾消毒
を農業共済や農協と
連携し行った。また、
畜産堆肥購入助成等
の減化学肥料や減農
薬農業のための助成
内容の見直しと周知
方法の見直しを併せ
て行い、助成利用者
の拡大を行った。
　その他、日本橋で有
機野菜の販売会で行
うなど、上里産有機野
菜のＰＲを積極的に
行った。
　環境保全型農業直
接支援対策事業では
２団体に対し支援を
行った。

環境にやさしい農業
推進事業については
PDCAサイクルにより
実効性の高い事業へ
の見直しを行う。ま
た、環境保全型農業
直接支援対策事業に
ついては、広報かみさ
とでの募集に加え、JA
や県農林振興セン
ターとの情報共有によ
り、制度の充実を図
る。

環境にやさしい農業
推進事業については
PDCAサイクルにより
実効性の高い事業へ
の見直しを行う。ま
た、環境保全型農業
直接支援対策事業に
ついては、広報かみさ
とでの募集に加え、JA
や県農林振興セン
ターとの情報共有によ
り、制度の充実を図
る。

23,031人 25,002人 23,003人

②概ね
順調

取組効果を算定中
（確定数については、
令和３年６月確定予
定）

ごみを出さない減量化
の取り組みを啓発す
るとともに、分別収集
の徹底、家電や廃プラ
スチックの適正処理の
推進など、再利用・再
生利用の取り組みを
推進する。
また、広域で連携しな
がら、処理施設の適
切な維持管理に努め
る。

ごみを出さない減量化
の取り組みを啓発す
るとともに、分別収集
の徹底、家電や廃プラ
スチックの適正処理の
推進など、再利用・再
生利用の取り組みを
推進する。
また、広域で連携しな
がら、処理施設の適
切な維持管理に努め
る。

②概ね
順調

直近の取り組み効果に
ついては算定中ではあ
るが、関連する目標値
の算定済み数字では進
展が確認できる。今後
は目的の達成のため更
なる工夫を行うこと。

委員会意見と同じ

④

８．環境保全の推
進

8-1 環境保全の推進

451t/年
（平成33
年度）

509ｔ/年
（平成26
年基準排

出量）

498.414 算定中 488.445

8-2
適切なごみ処理の

推進
くらし安
全課

941980ｇ 954

委員会意見と同じ

21.6%

8-4

③ 生活排水処理人口

1人1日あたりごみ排出量

②

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。
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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

意見 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

令和元年度
指標名

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 番号
施策項目

番号
令和３年度実施計画基本目標

施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業 委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度

公共下水道事業
整備の促進

公共下水道事業
接続の推進

農業集落排水処
理施設水質維持
管理

合併処理浄化槽
設置促進事業

合併処理浄化槽
法定検査受検率
向上の啓発

地球温暖化防止
実行計画の策定・
推進

新・省エネルギー
機器の設置促進

8-1

8-1

8-3

8-4

1人1日あたりごみ排出量

25,686人 22,965人

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

478.676 算定中 ―

928 算定中 ―

22.2% 算定中 ―

８．環境保全の推
進

8-3
生活排水処理対策

の推進

上下水
道課

②概ね
順調

下水道事業整備は計
画に基づき実施してい
る。下水道への接続
の推進は、休日の窓
口を開庁し説明日を
設け対応している。農
業集落排水の処理施
設の維持管理は外部
委託をしている。下水
道事業では、概ね順
調と考えている。

前年度から継続する
事業を中心に生活排
水処理対策を推進し
ていきたい。今年度は
下水道事業審議会を
実施し計画について
の見直し検討をする
予定である。
雨水対策事業を検討
する予定。

前年度から継続する
事業を中心に生活排
水処理対策を推進し
ていきたい。

くらし安
全課

②概ね
順調

生活排水の適正な処
理を図り、環境保全の
推進に努めるため、合
併浄化槽設置事業へ
の補助事業を行った。

生活排水の適正な処
理を図り、環境保全の
推進に努めるため、合
併浄化槽設置事業へ
の補助事業を行う。

生活排水の適正な処
理を図り、環境保全の
推進に努めるため、合
併浄化槽設置事業へ
の補助事業を行う。

②概ね
順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ

①
902g以下
（平成33
年度）

980ｇ

生活排水処理人口
26,374人
（平成32
年度）

22,950人
（平成26
年度）

954 922 941 975

② 資源化率 23.4% 20.0% 21.0% 0.0% 21.6% 算定中

②概ね
順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ

③ 24,318人 23,031人 25,002人 23,003人

8-4
多様なエネルギー

の活用
くらし安
全課

②概ね
順調

取組効果を算定中
（確定については、令
和２年度中の確定を
予定）

ハード面での推進状
況に重点を置いて確
認し、計画達成に向け
た取組状況等につい
て検討する。

担当課におけるハード
面の計画、予算状況
について確認する。特
に電力消費の削減に
つながる取組を優先と
し、推進していく。

②概ね
順調

直近の取り組み効果に
ついては算定中ではあ
るが、関連する目標値
の算定済み数字では進
展が確認できる。今後
は目的の達成のため更
なる工夫を行うこと。

委員会意見と同じ
④

公共部門の温室効果ガス排出
量

451t/年
（平成33
年度）

509ｔ/年
（平成26
年基準排

出量）

498.414 算定中 488.445 算定中
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自己評価 委員会 審議会意見

意見 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

町営住宅の管
理・運営

町営住宅長寿
命化計画の策
定

町営住宅の改
修等の実施

住宅リフォーム
の支援

くらし安
全課

空き家バンク制
度の運用

②概ね
順調

空き家の利活用を促
進するため、北部地域
７市町で共同運営して
いる「埼北空き家バン
ク」について、固定資
産税の納税通知にチ
ラシを同封し、周知を
図った。結果として、1
軒の売買が成立した。

空き家に対するニー
ズを把握するための
アンケート調査を実施
する。

アンケート調査の結果
を庁内で共有し、必要
な施策を各課で検討
する。

②概ね
順調

昨年度行った空き家調
査の結果を活用し空き
家削減のために効果的
な施策を検討すること。

委員会意見と同じ

まち整
備課

住生活基本計
画の策定

④不調

住環境に関連する計
画として、立地適正化
計画や町営住宅長寿
命化計画の策定を予
定している。住生活基
本計画については、こ
れらの計画策定後
に、策定を検討する。

住環境に関連する計
画として、立地適正化
計画及び町営住宅長
寿命化計画の策定
や、町耐震促進計画
の改定を予定してい
る。住生活基本計画
の策定には、関連計
画と整合性を図る必
要があるため、関連計
画策定後に策定を検
討する。

本計画は、住宅政策
全般を対象とするマス
タープランであり、住
宅分野のほかに防災
分野、福祉分野、空家
対策等と連携が必要
である。関連計画の内
容を整理した上で、住
生活基本計画策定の
必要性を検証する。

④不調

現在策定中の立地適正
化計画・町営住宅長寿
命化計画について、策
定後に効果検証を行
い、住生活基本計画の
策定が必要性について
検討をすること。

委員会意見と同じ

番号 施策項目
番号

指標名

9-1

9-3

9-4

9-4

令和元年度

42.4% 79.7%
①大きく達

成（１０
０％以上）

累計5軒 １軒
③未達成
（７０％未

満）

0 0 ④未実施

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

基本理念２　快適で安全なまち

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

累計3軒 0軒 累計4軒 0軒

0 0 0 0

80.2% 82.0%
①大きく達

成（１０
０％以上）

18.4% 20.5%
①大きく達

成（１０
０％以上）

52基 72基

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

78.5% 83.2% 79.3% 82.7%

委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度

31.7% 26.4% 37.0% 0.0%

９．快適な住環境の
確保

9-1
町営住宅の維持

管理
まち整
備課

①順調

町営住宅の管理・運
営については、滞納の
縮小に取り組み、植樹
の強剪定、路上駐車
対策、及び街路灯設
置等の環境整備を
行った。
施設の老朽化に伴
い、修繕費等が増加
傾向にあり、将来に向
けた維持管理・修繕計
画を立てる必要があ
る。

適正な町営住宅の管
理・運営に努める。町
営住宅長寿命化計画
を策定する。今後の町
営住宅の維持管理・
修繕計画を検討する。

適正な町営住宅の管
理・運営に努める。町
営住宅長寿命化計画
に基づき、今後の町
営住宅の維持管理・
修繕計画を立て、計
画的に改修等を実施
していく。

9-2
魅力ある住生活
の確保（総合戦
略基本目標2-3）

産業振
興課

①順調

助成利用希望者が多
く、半年ほどで補助予
定数に達してしまっ
た。

町内業者の活用とい
う目的に配慮し適切な
執行を行う。

町内業者の活用とい
う目的に配慮し適切な
執行を行う。

総合政
策課

③やや
不調

5件分の申し込み枠に
対して5件の申し込み
があったが、5件とも
制度について知った
のが上里町に定住す
ることを決めた後であ
り、移住のきっかけに
はならなかった。定住
促進奨励金制度につ
いては来年度に向け
て居住のための空き
家クリーニング補助へ
と制度変更を行った。

新たな形態について
周知に努め、利用の
推進を行う。

引き続き周知・推進に
努める。

定住促進奨励
金制度の創設・
運用

①順調

町営住宅長寿命化につ
いて計画の策定につい
て進行している。町営
住宅の管理については
計画通り行われてい
る。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ

①
上里町が「住みよい」と思う住民の

割合
53%（平成
33年度）

26.4%

② 利活用された空き家数
7軒（平成
29～33年
度累計）

―

③ 町営住宅の長寿命化計画の策定 計画策定 ―

9-2

9-2

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

新たな形態が利用され
るよう利用者が魅力を
感じる制度設計を行
い、周知について十分
な手段を講じること。

④ 水道の有収率
82%

（平成33
年度）

78.4%

⑤ 公園の満足度
37%（平成
33年度）

18.4% 18.4% － 18.4% －

③やや
不調

新たな形態が利用され
るよう周知について十
分な手段を講じること。

委員会意見と同じ

⑥ 危険遊具数
０基

（平成33
年度）

130基 104基 95基 78基 88基

審議委員意見

・定住促進奨励金につ
いて、魅力が無かった
から使われていないの
ではないか。ハウスク
リーニング補助につい
ても魅力を感じさせるも
のにする必要がある。
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自己評価 委員会 審議会意見

意見 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

番号
施策項目

番号
指標名

令和元年度
基本目標

施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画の

評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画 委員会意見

最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度
審議委員意見

上水道事業料
金未納対策

上水道事業配
水管耐震化促
進

上水道事業水
質保全管理

上水道事業有
収率改善

農村公園の整
備

烏川・神流川総
合運動公園の
魅力化

老朽化する遊具
等の修繕・撤去
と代替遊具の設
置検討

9-2

9-2

9-1

9-3

9-4

80.2% 82.0%
①大きく達

成（１０
０％以上）

18.4% 20.5%
①大きく達

成（１０
０％以上）

0

83.2% 79.3% 82.7%

－ 18.4% －

52基 72基

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

42.4% 79.7%
①大きく達

成（１０
０％以上）

累計5軒 １軒
③未達成
（７０％未

満）

0 0 ④未実施

９．快適な住環境の
確保

9-3 水道の安定供給
上下水
道課

②概ね
順調

水道料金の未納対策
や浄水場管理は外部
委託を行っている。配
水管の耐震化は民地
管の解消と併せて
粛々と進んでいる状
況である。
有収率は目標値を達
成しているが、今年度
は前年度にくらべ、若
干率が下がっている
ため、対策が必要で
ある。
水道事業としては、全
体的に概ね達成でき
ていると考えている。

前年度から継続する
事業の他、浄水場耐
震化診断などを実施
予定である。
また来年度の料金改
定へ向けた準備で水
道料金等審議会を実
施予定。
今後も有収率の改善
と更なる水道の安定
供給を目指す。

前年度から継続する
事業を行い、有収率
の改善と目標とし、水
道の安定供給を目指
す。

②概ね
順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ

①
上里町が「住みよい」と思う住民の

割合
53%（平成
33年度）

26.4% 31.7% 26.4% 37.0% 0.0%

② 利活用された空き家数
7軒（平成
29～33年
度累計）

― 累計3軒 0軒 累計4軒 0軒

③ 町営住宅の長寿命化計画の策定 計画策定 ― 0 0 0

9-4
公園・緑地の充

実

産業振
興課

①順調

平成29年11月に「アグ
リパーク上里」が開
設。トウモロコシやブ
ロッコリー等の花野菜
の収穫体験を行うな
ど、販売だけでなく、
観光農園としての役
目も果たしている。

農村公園の運営主体
「埼玉ひびきの農協」
及びこのはなパーク
関連事業者と協力し、
イベント等のＰＲ活動
を通じて周辺地区の
活性化を図る。

農村公園の運営主体
「埼玉ひびきの農協」
及びこのはなパーク
関連事業者と協力し、
イベント等のＰＲ活動
を通じて周辺地区の
活性化を図る。

まち整
備課

①順調

烏川・神流川総合運
動公園内の忍保パブ
リック公園にトイレを
設置した。
「どんぐりの丘公園」
が６月に開園した。金
久保城址公園に遊具
を設置した。その他の
公園の維持管理に努
めた。

公園遊具等定期点検
の結果を基に、危険
性が高い遊具を優先
して撤去等を行った。

烏川・神流川総合運
動公園内の忍保パブ
リック公園の管理委託
の除草回数を増や
す。
このはなパーク内の
多目的広場（仮称）の
整備を推進する。長久
保公園に遊具を設置
する。堤調節池運動
公園のトイレ改修を推
進する。その他の公
園の維持管理に努め
る。

公園遊具等定期点検
を実施する。危険性が
高い遊具を優先して
撤去等を行う。その他
の遊具については、対
応方法（撤去・修繕）を
検討する。

このはなパーク内の
多目的広場（仮称）の
整備を推進する。その
他の公園の維持管理
に努める。

公園遊具等定期点検
を実施する。危険遊具
の解消を目指し、撤
去・修繕等を集中して
行う。

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ ④ 水道の有収率
82%

（平成33
年度）

78.4% 78.5%

95基 78基 88基9-4

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ

⑤ 公園の満足度
37%（平成
33年度）

18.4% 18.4%

⑥ 危険遊具数
０基

（平成33
年度）

130基 104基
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自己評価 委員会 審議会意見

意見 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

消防団運営事業
（新入団員研修・
各種幹部科研修）

女性消防団員の
養成

消防施設整備事
業

自主防災組織の
強化

防災フェスティバ
ル・防災講座等に
よる意識啓発

防災訓練の推進
（職員参集訓練・
図上訓練・地区別
訓練等）

防災行政無線の
デジタル化

国民保護の推進

令和元年度

③ 自主防災組織モデル地区数

⑤ 防災メール登録件数

②概ね順
調

地域防災体制の強化を図
るため、防災フェスティバル
や防災講習会を実施し、町
民の防災意識向上を図っ
た。

審議委員意見

② 女性消防団員の割合

・自主防災組織につい
て、最終的に各行政区
に設置されることが望ま
しいということならば、
審議会意見としては各
行政区への設置を目標
とすることを意見とした
い。
・現在行っている防災
フェスティバルは周知と
しての要素が強い、防
災訓練についても別途
行うべきではないか。
・防災無線の配備状況
等についても審議会意
見に加えたい。

消防団員に対する各
種研修や資機材の充
実を継続して実施する
ほか、女性消防団員
の養成を図るため、普
通救急救命講習を実
施できるよう応急手当
普及員講習を受講す
る。

消防団員に対する各
種研修や資機材の充
実を継続して実施する
ほか、地域で実施する
防災講習会等の場に
おいて、ＡＥＤ講習会
などを女性消防団員
が中心となって実施す
る。

地域防災体制の強
化（総合戦略基本

目標4-1、4-3）

くらし安全
課

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業 令和元年度実施計画の評価 令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

基本理念２　快適で安全なまち

5%（平成
33年度）

0% －

－ 0人

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

①順調 委員会意見と同じ

① 火災発生件数
10件（平成
29～33年

平均）
10-1

10-1

10-2

10-2

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

施策として効果があっ
た。自主防災組織につ
いては各行政区への設
置を目指し事業を継続
すること。防災フェスティ
バルによる啓発活動に
加え、防災訓練も実施
する等施策を発展させ
ること。

10件 6件

④ 災害による死傷者数
0人（平成
29～33年
度累計）

番号 施策項目
番号

指標名

4地区（平
成31年度）

－ 累計1地区 累計0地区 累計2地区 累計0地区

0人0人

12.3件（平
成24～26
年平均）

10件

委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

0人

3.6% 3.6%

17件
（H29.1～

12）

3.6%

町民福祉
課

災害時要配慮者
登録の強化

②概ね
順調

地域支え合いマップについ
て広報に掲載し周知を図っ
た。民児協で支え合いマッ
プの情報を共有した。また、
避難行動要支援者名簿に
ついて関係各課で検討が
行われた。

地域支え合いマップに
ついて周知を行いな
がら、避難行動要支
援者名簿への移行を
検討する。

地域支え合いマップに
ついて周知を行いな
がら、避難行動要支
援者名簿への移行を
検討する。

１０．消防・防災の強化

10-1
消防・救急体制の

維持・強化
くらし安全

課
①順調

消防団員に対する各種研
修を実施し、各分団に対し
て、ホース及び雨衣を配布
するなど、資機材の充実を
図ったほか、自衛消防隊が
購入する消防用設備等に
対し、補助金の交付を行っ
た。

10-2

防災意識の向上を図
りつつ、自主防災組織
の強化を図るため、防
災訓練や防災講習会
を継続して実施する。
また、防災行政無線
のデジタル化を推進
し、町内16箇所の無線
の更新を実施する。

町で指定している自主
防災組織モデル地区
を参考に、組織数の
拡大を図る。

2,500件
（平成31年

度）

1,251件
（平成26年

度）

累計2,000
件

累計2,020
件

累計2,250
件

累計2851
件

②概ね
順調

委員会意見と同じ

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

施策として効果があっ
た。今後は各行政区と
協働し避難訓練を行な
う等施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

・地域支え合いマップに
基づいた避難につい
て、町職員のみで対応
できるのか。各地区の
協力の下で行うのなら
ば避難訓練が必要では
ないか。

10-2

まち整備
課

予防対策事業の
推進

③やや不
調

「第２期上里町建築物耐震
改修促進計画（平成29年３
月）（以下、「計画」）」による
と、町内の旧耐震（昭和56
年5月31日以前）の建築で
耐震性不十分とされる戸数
は約3,000戸となっている。
その耐震化を図るため、新
耐震基準（昭和56年６月１
日）以前に建築された木造
戸建住宅の耐震診断、耐震
改修（除却も含む）の費用
の一部を助成している（以
下、「補助制度」）。補助制
度の周知（広報誌・ホーム
ページ）を行ったが、令和元
年度の実績はなかった。

河川改修を促進するため、
国に対して予算確保、事業
促進の要望を行った。

補助制度を広報誌・
ホームページで周知
し、募集を行う。応募
がなかった場合は、県
指定緊急輸送道路の
沿道などにある対象
建築物居住者に対し
て、個別通知等を検討
する。なお、補助制度
の対象者は、「対象建
築物に居住している
者」となっているため、
「空き家」は対象外で
ある。
また、令和２年度に計
画期間が終了すること
から、計画の改定（第
３期計画）を行う。

河川改修を促進する
ため、国に対して予算
確保、事業促進の要
望を行っていく。

現時点では、計画を改
定し、計画期間を延長
する予定であり、補助
制度についても、引き
続き、実施する方向で
調整中。

河川改修を促進する
ため、国に対して予算
確保、事業促進の要
望を行っていく。

③やや
不調

古い建物については倒
壊の危険があるため耐
震改修計画については
よく検討をし、計画を策
定し事業を継続するこ
と。

令和元年度

10件 6件
①大きく達

成（１０
０％以上）

3.6% 3.6%
①大きく達

成（１０
０％以上）

累計4地区 累計4地区
①大きく達

成（１０
０％以上）

0人 0人
①大きく達

成（１０
０％以上）

累計2,500
件

累計4,045
件

①大きく達
成（１０

０％以上）
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自己評価 委員会 審議会意見

意見 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

審議委員意見基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業 令和元年度実施計画の評価 令和２年度実施計画 令和３年度実施計画 番号 施策項目
番号

指標名委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度 令和元年度

業務継続計画（Ｂ
ＣＰ）の改訂

① 10-1 火災発生件数
10件（平成
29～33年

平均）

12.3件（平
成24～26
年平均）

10件
17件

（H29.1～
12）

10件 6件 10件 6件
①大きく達

成（１０
０％以上）

業務継続計画（Ｂ
ＣＰ）に基づく職員
研修等の推進

② 10-1 女性消防団員の割合
5%（平成
33年度）

0 － 3.6% 3.6% 3.6% 3.6% 3.6%
①大きく達

成（１０
０％以上）

③ 10-2 自主防災組織モデル地区数
4地区（平
成31年度）

－ 累計1地区 累計0地区 累計2地区 累計0地区 累計4地区 累計4地区
①大きく達

成（１０
０％以上）

④ 10-2 災害による死傷者数
0人（平成
29～33年
度累計）

－ 0人 0人 0人 0人 0人 0人
①大きく達

成（１０
０％以上）

⑤ 10-2 防災メール登録件数
2,500件

（平成31年
度）

1,251件
（平成26年

度）

累計2,000
件

累計2,020
件

累計2,250
件

累計2851
件

累計2,500
件

累計4,045
件

①大きく達
成（１０

０％以上）

１０．消防・防災の強化 10-3
業務継続計画の運

用
くらし安全

課
①順調

業務継続計画に基づく職員
研修を実施し、非常時にお
ける職員参集体制等につい
ての理解を図った。

業務継続計画に基づ
く職員研修等を推進
し、非常時における職
員参集一覧について、
最新の状態を把握す
るよう努める。

業務継続計画に基づ
く職員研修等を推進
し、非常時における職
員参集一覧について、
最新の状態を把握す
るよう努める。

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続し
つつ、施策の更なる発
展を目指し必要に応じ
て取り組み方法を工夫
すること。

委員会意見と同じ
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自己評価 委員会 審議委員意見 審議会意見

意見 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

防犯灯・防犯カメ
ラ等の設置・維持
管理

防犯まちづくり事
業

消費生活対策事
業

交通安全教育・啓
発の推進

小学生自転車運
転免許事業

交通安全指導員
による交通指導
等

交通災害共済加
入の促進

交通安全施策の
設置・補修

11-1

11-1

11-1

11-1

11-2

番号 施策項目
番号

指標名

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

基本理念２　快適で安全なまち

令和元年度実施計画の
評価

１１．防犯・交通安全対策の
強化

11-1
地域防犯活動の推進
（総合戦略基本目標4-

1）

くらし安
全課

②概ね順
調

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

11-2
交通安全対策の推進
（総合戦略基本目標4-

1）

くらし安
全課

①順調

累計26団
体

累計29団
体

累計27団
体

累計29団
体

8件 5件 7件 7件 9件

1,030人 1,060人 781 1,070人 100人

212件（平
成22～　27
年平均）

193件 167件 189件 165.0

委員会意見
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

8.8 9.3 8.4 11.3

②概ね
順調

下記のとおり実施計画
に関する取組を行い、
中間目標値について
も大きく達成した。
・交通事故を防止する
ため、警察及び道路
管理者等と協議し、町
道上の交通安全施設
の整備（道路反射鏡
や道路区画線及び道
路照明灯・防犯灯の
設置・補修）を実施し
た。
・交通安全啓発活動と
して、各季の交通安全
運動に加え、新規事
業として上里町の名産
である梨と事故無しを
かけた「事故ナシ（梨）
キャンペーン」も実施し
た。
・交通安全教育とし
て、町内全小学校を対
象とした交通安全教室
や自転車免許試験、
高齢者を対象とした自
転車免許試験等を実
施した。また、交通安
全自転車大会へ参加
し、交通安全について
の興味と関心を高め、
その習慣化を図ること
により、交通事故防止
を図った。

交通事故は減少傾向
にあるものの、埼玉県
内での交通事故発生
率は高い状況である
ため、交通事故減少
の取組を継続して行っ
ていく。

交通事故は減少傾向
にあるものの、埼玉県
内での交通事故発生
率は高い状況である
ため、交通事故減少
の取組を継続して行っ
ていく。

警察官OBによる防犯
パトロールのほか、の
ぼり旗の配布や新入
学児童への防犯ブ
ザーの配布を行った。
地域の防犯パトロー
ル隊に対し、保健や防
犯用品の購入に対す
る補助を行った。

犯罪を未然に防ぐた
め、防犯パトロールの
強化や警察と連携して
防災無線等による注
意喚起を行うなどの取
り組みを継続して実施
する。公園及び各児童
館に計11か個の防犯
カメラを設置する。

近年の犯罪は、多様
化・巧妙化しており、
特に特殊詐欺による
被害が多発している。
犯罪を未然に防ぐた
め、防犯パトロールの
強化や警察と連携して
防災無線等による注
意喚起を行うなどの取
り組みを継続して実施
する。

産業振
興課 ①順調

消費生活相談による
相談では、被害にあっ
てしまった場合の解決
のほか、心配で相談し
てきた方の不安を取り
除き、未然に被害を防
ぐことができた。また、
地域のふれあいサロ
ンや敬老会で消費者
被害防止サポーター
による寸劇を行い、高
齢者を狙った悪質商
法にかからないため
の啓発活動を行った。

消費生活相談員によ
る消費者相談を継続
実施する。また、広報
かみさとによる啓発
や、消費者被害防止
サポーターによる寸劇
事業やなどを通じ、消
費者被害の未然防止
を図る。

消費生活相談員によ
る消費者相談を継続
実施する。また、広報
かみさとによる啓発
や、消費者被害防止
サポーターによる寸劇
事業やなどを通じ、消
費者被害の未然防止
を図る。

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ

① 年間犯罪率（人口1,000人あたり）
8（平成31

年度）
9.59（平成

26年）

② 防犯パトロール隊の数
28団体

（平成31年
度）

26団体

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ

③
消費生活に関する関係機関等か

らの相談件数
10件

①順調

施策として効果があっ
た。今後も事業を継続
し、施策が目的を達成
するよう取り組み内容を
工夫していくこと。

委員会意見と同じ

④
消費生活に関する講座の受講者

数
1,100人

⑤ 交通人身事故発生件数 178件

令和元年度

8.0 8.4
②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

累計27団
体

累計30団
体

①大きく達
成（１００％

以上）

10件 8件
②ほぼ達
成（７０～１
００％未満）

1,080人 670人
③未達成
（７０％未

満）

185件 135件
①大きく達
成（１００％

以上）
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基本理念３．実り豊かなまち
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自己評価 委員会 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

担い手育成支
援事業

認定農業者支
援事業

小麦栽培体験
教室

農地中間管理
事業

中核的担い手
農家育成奨励
金交付事業

農業委員会農
地バンク制度

経営所得安定
対策の推進

土地改良推進
事業（維持管
理・長寿命化
率）

多面的機能支
払交付金

番号 施策項
目番号

指標名

０品
(累計1品)

③未達成
（７０％未

満）
－

１品
(累計3品)

０品
(累計０品)

１品
(累計4品)

１品
(累計1品)

委員会意見と同じ

⑤ ６次化製品の開発数
５品（平成

27～31年度
累計）

①順調

１品
(累計5品)

12-4

年10人

累計120
人

1.34%

年80ha

1.90%
③未達成
（７０％未

満）

①大きく達
成（１０

０％以上）
年70ha 年147ha

1.25%

年120ha

1.00% 1.42% 1.34%

500ha 15ha 年80ha

累計126人

2.50%

②概ね
順調

委員会意見と同じ

①大きく達
成（１０

０％以上）

累計122人

　農地中間管理事業
については、計画どお
り実施した。
　遊休農地について
は、前年度と比べ減
少した。
　借受希望の農業者
の相談が多かったが、
貸付意向の農地が少
なかった。

12-1

12-2

12-2

12-1

累計124人
累計121

人

③ 農地中間管理事業実施面積

④ 遊休農地率

② 認定農業者数

委員会意見と同じ

① 新規就農者数
40人（平成
27～31年度

累計）

8人（平成26
年度）

130人 123人

①順調

累計126
人

①大きく達
成（１０

０％以上）

年17人

1.17%

年121ha

審議委員意見

１２．農業の
振興

12-1
担い手の確保
（総合戦略基本

目標1-2）

産業振
興課

①順調

12-3
生産基盤の強化
と経営の安定化

の促進

産業振
興課

①順調

12-2 農地の有効活用
産業振
興課

①順調

・経営安定所得対策
591人が営農計画書を
提出した。回収率は前
年度より４％向上し
た。

・土地改良推進事業
土地改良区特別会計
維持管理費積立金を
３００万円積み立て
た。

・多面的機能支払交
付金
地域の活動組織に対
して補助金を交付し、
活動を支援した。

・経営安定所得対策
引き続き、農協、農業
共済、農林振興セン
ターと連携し、制度の
適切な運用により、農
業者の経営安定に資
するよう、情報提供等
を強化する。

・土地改良推進事業
土地改良区特別会計
維持管理費積立金を
３００万円積み立て
る。

・多面的機能支払交
付金
地域の活動組織に対
して補助金を交付し、
活動を支援する。

・経営安定所得対策
引き続き、農協、農業
共済、農林振興セン
ターと連携し、制度の
適切な運用により、農
業者の経営安定に資
するよう、情報提供等
を強化する。

・土地改良推進事業
土地改良区特別会計
維持管理費積立金を
３００万円積み立て
る。

・多面的機能支払交
付金
地域の活動組織に対
して補助金を交付し、
活動を支援する。

委員会意見

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

令和元年度最終目標値
(令和3年度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

年10人 年9人 年10人 年10人

基本理念３　実り豊かなまち

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

これから農業を行う人
のために何が必要
で、どんな支援がある
のか農業初心者が利
用できる新規就農者
向けのパンフレットを
作成した。
認定農業者において
は、千葉県長生村の
農業者との意見交換
会や県の農業研究セ
ンターの視察など積極
的な研修を行った。
小麦栽培体験教室に
は8組の小学生の親
子参加し、農業の大
切さ・食の大切さを学
んだ。

農業次世代人材投資
資金（旧：青年就農給
付金）の適切な活用に
より次世代の担い手
の確保を図るととも
に、農林振興セン
ター、農協、農業委員
会と連携し、認定農業
者等の包括的な経営
支援を行う。
　また、小麦栽培体験
教室などを通じ、農業
への興味理解の醸成
を図る。

農業次世代人材投資
資金（旧：青年就農給
付金）の適切な活用に
より次世代の担い手
の確保を図るととも
に、農林振興セン
ター、農協、農業委員
会と連携し、認定農業
者等の包括的な経営
支援を行う。
　また、小麦栽培体験
教室などを通じ、農業
への興味理解の醸成
を図る。

　農地中間管理事業
については、引き続
き、対象地区を定めて
実施していく。
　遊休農地の未然防
止や担い手農家の育
成を図るため、実施し
ていく。
　農地バンク制度につ
いては、貸付希望者を
増やす必要がある。

　農地中間管理事業
については、引き続
き、対象地区を定めて
実施していく。
　遊休農地の未然防
止や担い手農家の育
成を図るため、実施し
ていく。
　農地バンク制度につ
いては、貸付希望者を
増やす必要がある。
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自己評価 委員会 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

番号 施策項
目番号

指標名審議委員意見委員会意見
令和元年度最終目標値

(令和3年度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度令和元年度実施計画の

評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画基本目標

施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

環境にやさしい
農業の推進

① 12-1 新規就農者数
40人（平成
27～31年度

累計）

8人（平成26
年度）

年10人 年9人 年10人 年10人 年10人 年17人
①大きく達

成（１０
０％以上）

② 12-1 認定農業者数 130人 123人 累計122人
累計120

人
累計124人

累計121
人

累計126人
累計126

人

①大きく達
成（１０

０％以上）

③ 12-2 農地中間管理事業実施面積 500ha 15ha 年80ha 年80ha 年120ha 年121ha 年70ha 年147ha
①大きく達

成（１０
０％以上）

④ 12-2 遊休農地率 1.00% 1.42% 1.34% 1.34% 1.25% 2.50% 1.17% 1.90%
③未達成
（７０％未

満）

⑤ 12-4 ６次化製品の開発数
５品（平成

27～31年度
累計）

－
１品

(累計3品)
０品

(累計０品)
１品

(累計4品)
１品

(累計1品)
１品

(累計5品)
０品

(累計1品)

③未達成
（７０％未

満）

日本橋での販売会
や、町外からのアク
セスが容易なSA周
辺で行われたオー
タムフェス等、「かみ
さとブランド」確立に
つながるイベントを
行っており、施策の
目的達成に向けた
動きが確認できる。
６次化製品の開発
等町内農家の活動
が把握できるよう積
極的な情報収集を
行うなど工夫を行
い、事業を進めるこ
と。

減農薬栽培のため、
水稲籾種の温籾消毒
を農業共済や農協と
連携し行った。また、
畜産堆肥購入助成等
の減化学肥料や減農
薬農業のための助成
内容の見直しと周知
方法の見直しを併せ
て行い、助成利用者
の拡大を行った。
　その他、日本橋で有
機野菜の販売会で行
うなど、上里産有機野
菜のＰＲを積極的に
行った。
　環境保全型農業直
接支援対策事業では
２団体に対し支援を
行った。

環境にやさしい農業
推進事業については
PDCAサイクルにより
実効性の高い事業へ
の見直しを行う。ま
た、有機野菜について
の情報発信を行うとと
もに、オータムフェス
等、ＪＡと連携したイベ
ント等を通じ、上里産
農産物の販売促進を
図る。

環境にやさしい農業
推進事業については
PDCAサイクルにより
実効性の高い事業へ
の見直しを行う。ま
た、有機野菜について
の情報発信を行うとと
もに、オータムフェス
等、ＪＡと連携したイベ
ント等を通じ、上里産
農産物の販売促進を
図る。

②概ね
順調

・６次化製品につい
て、個人で行ってい
る農家もあるので
はないか、把握の
方法について工夫
すること審議会意
見としたい。

日本橋での販売会
や、町外からのアク
セスが容易なSA周
辺で行われたオー
タムフェス等、「かみ
さとブランド」確立に
つながるイベントを
行っており、施策の
目的達成に向けた
動きが確認できる。
今後も取り組み内
容を工夫し事業を
進めること。

１２．農業の
振興

12-4

「かみさとブラン
ド」の確立（総合
戦略基本目標1-

3）

産業振
興課

②概ね
順調
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自己評価 委員会 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

中小企業信用
保険法に基づく
特定中小企業
者の認定

制度融資等に
関する情報提
供・相談

産業競争力強
化法に基づく創
業支援事業

基本理念３　実り豊かなまち

③未達成
（７０％未

満）
⑦

上里町企業誘致条例に基づく
新規立地企業数

3社（平成27
～31年度累

計）

1社（平成26
年度）

1社
(累計１社)

１社
(累計１社)

13-3

創業支援事業へ６
件の参加はあった
が、起業には至らな
かった。起業・新分
野への進出の促進
へ適切な支援がで
きるよう、Uターン起
業に特化した講座
の開催等工夫を行
うこと。

③未達成
（７０％未

満）
⑤

①大きく達
成（１０

０％以上）
⑥

創業支援を受けて創業した件
数

1件 0件

390億円 390億円

13-2

13-2

1社
(累計２社)

0社
(累計１社)

1社
(累計３社)

0社
(累計１社)

1件
(累計1件)

0件
(累計0件)

1件
(累計2件)

0件
(累計0件)

創業支援事業計画に伴う補助
金の交付件数

2件（平成31
年度）

― ０件 ０件

年1件 年3件 年1件 年3件

年3件

57.5% 53.5%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

53.5%

１件 年6件

389.5憶

①大きく達
成（１０

０％以上）

1,174億円
（平成26年

度）

388億円（平
成26年度）

56.5% 53.5%

1件 １件

53.5% 55.5%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

390億円 389.5億 390億円

1,186億 1,364憶

年0件 年0件

①大きく達
成（１０

０％以上）
年0件 １件

年間商品販売額
390億円

（平成33年
度）

委員会意見と同じ

① 製造品出荷額等
1,200億円
（平成33年

度）

④ 創業支援対象者数 4件

主な買い物場所が上里町の割
合

60.0%
（平成33年

度）

13-2

令和元年度令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画 番号 施策項
目番号

指標名審議委員意見委員会意見

③やや
不調

③

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

創業支援事業へ６
件の参加はあった
が、起業には至らな
かった。起業・新分
野への進出の促進
へ適切な支援がで
きるよう必要に応じ
事業の見直し等を
行うこと。

経営の安定に支障が
生じている、中小企業
信用保険法第２条第５
項に該当する中小企
業者の認定を行う。
コロナの影響により、
年度末になり、利用者
が急増した。融資に係
るため、申請から証明
までを迅速な対応を
行った。

新型コロナウイルス感
染拡大の影響を受け
た事業者に応援給付
金を給付し、事業継続
の下支えを行う。ま
た、中小企業等の円
滑な資金調達に資す
るため、セーフティネッ
ト認定事務の迅速化
を図る。その他、中小
企業等の経営安定化
支援事業の創設実施
を行う。

新型コロナウイルス感
染症の動向により、町
内経済の循環を促進
するための事業を実
施する。

創業支援事業計画に
もとづき、商工会や本
庄早稲田リサーチ
パークが開催する創
業支援事業について
ＰＲを行う。
また、創業意向者に
寄り添った支援が行え
るよう、創業支援事業
計画の見直しを行う。

②

①順調

・起業を希望する人
に寄り添った支援
策が必要。上里町
へUターンし起業を
したいという人を対
象にした講座を始
められないか。

１３．商工業
の振興

13-1
経営安定化への

支援
産業振
興課

①順調

13-2

起業・新分野へ
の進出の促進
（総合戦略基本

目標1-4）

産業振
興課

④不調

創業支援事業計画に
もとづき、商工会や本
庄早稲田リサーチ
パークと連携し、創業
支援事業を行う。
また、４月１日から起
業者支援事業補助金
を交付し、結果的には
受給者はいなかった
が、町としても直接的
な新規創業者の支援
を行った。

創業支援事業計画に
もとづき、商工会や本
庄早稲田リサーチ
パークが開催する創
業支援事業について
ＰＲを行う。
また、上里町起業者
支援事業補助金交付
要綱が４月１日から施
行されたが、令和元年
度に執行がなかったこ
とに鑑み、創業意向者
に寄り添った支援が
行えるよう、創業支援
事業計画の見直しを
行う。

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業 最終目標値
(令和3年度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

1,178億 1,238億 1,182億 1,364億
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自己評価 委員会 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

令和元年度令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画 番号 施策項
目番号

指標名審議委員意見委員会意見基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業 最終目標値
(令和3年度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

① 製造品出荷額等
1,200億円
（平成33年

度）

1,174億円
（平成26年

度）
1,178億 1,238億 1,182億 1,364億 1,186億 1,364憶

①大きく達
成（１０

０％以上）

② 年間商品販売額
390億円

（平成33年
度）

388億円（平
成26年度）

390億円 390億円 390億円 389.5億 390億円 389.5憶

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

③
主な買い物場所が上里町の割

合

60.0%
（平成33年

度）
53.5% 55.5% 53.5% 56.5% 53.5% 57.5% 53.5%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

④ 13-2 創業支援対象者数 4件 1件 １件 年0件 １件 年3件 １件 年6件
①大きく達

成（１０
０％以上）

⑤ 13-2
創業支援事業計画に伴う補助

金の交付件数
2件（平成31

年度）
― ０件 ０件

1件
(累計1件)

0件
(累計0件)

1件
(累計2件)

0件
(累計0件)

③未達成
（７０％未

満）

⑥ 13-2
創業支援を受けて創業した件

数
1件 0件 年0件 年0件 年1件 年3件 年1件 年3件

①大きく達
成（１０

０％以上）

⑦ 13-3
上里町企業誘致条例に基づく

新規立地企業数

3社（平成27
～31年度累

計）

1社（平成26
年度）

1社
(累計１社)

１社
(累計１社)

1社
(累計２社)

0社
(累計１社)

1社
(累計３社)

0社
(累計１社)

③未達成
（７０％未

満）

１３．商工業
の振興

13-3
企業誘致の推進
（総合戦略基本

目標1-1）

産業振
興課

企業誘致事業
（施設奨励金、
雇用促進奨励
金、法人町民税
奨励金の交付）

・奨励金制度の改
善だけではなく充実
させることについて
審議会意見に加え
たい。

企業からの相談に
対応できる体制を
維持しつつ、企業誘
致推進のため、奨
励制度の改善・充
実を行うこと。

企業からの相談に
対応できる体制を
維持しつつ、企業誘
致推進のため、奨
励制度の改善等を
行うこと。

②概ね
順調

奨励金の見直しを行
い、水道加入金奨励
金の追加を行った。
対象企業１社に対し、
２年度目の施設奨励
金と１回限りの法人町
民税奨励金の交付を
行った。

より企業が上里町に
進出しやすくなるよう、
奨励金の条件につい
て関係課と連携し、随
時見直しを行う。
また、各企業の立地
意向に合わせ、候補
地の調査等を行うとと
もに、民間資本を活用
した観光的土地利用
や農業的土地利用の
検討を行う。

より企業が上里町に
進出しやすくなるよう、
奨励金の条件につい
て関係課と連携し、随
時見直しを行う。
また、各企業の立地
意向に合わせ、候補
地の調査等を行うとと
もに、民間資本を活用
した観光的土地利用
や農業的土地利用の
検討を行う。

②概ね
順調
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自己評価 委員会 審議会意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

農業振興プロ
ジェクトによる農
業観光の推進

集客イベント・
キャンペーンの
充実

まち整
備課

上里ゴルフ場の
充実（イベントの
開催等）

①順調

令和元年度の年間利
用者数は51,202人で、
過去最高人数であっ
た。管理運営事業者と
連携し、町民ゴルフ大
会、町村対抗ゴルフ大
会、西﨑キクカップ等
のイベントを開催し
た。また、ふるさと納
税の返礼品として、ゴ
ルフ場利用券を新た
に導入して、164万円
の寄附があった。

管理運営事業者と連
携し、イベント等を開
催や、観光・産業分野
と連携した施策を検討
し、ゴルフ場の充実を
図る。

管理運営事業者と連
携し、イベント等を開
催や、観光・産業分野
と連携した施策を検討
し、ゴルフ場の充実を
図る。

①順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

14-1

14-1

14-2

番号 施策項
目番号

指標名

農村公園年間来客者数
30万人

（平成31年
度）

－ 15万人 8万5千人

①大きく達
成（１０

０％以上）

14-2
多様な観光交流
の推進（総合戦
略基本目標2-2）

産業振
興課

①順調

「かみさと桜まつり」の
名称を「かみさと春ま
つり」に変更し、開催し
た。桜の開花が遅かっ
たのと合わさり、多く
の来場者が訪れた。
１０月にはこのはな
パークで「かみさと
オータムフェス2019」
を開催。このはなパー
クの３事業者（アグリ
パーク上里、上里カン
ターレ、中央軒煎餅）
と町、商工会が連携し
て行い、賑わいを見せ
た。

かみさと春まつりは新
型コロナウイルスの感
染拡大の影響で中止
となった。今後の集客
イベントについても実
施が不透明とはなって
いるが、このはなパー
クの３事業者等と連携
し、町のＰＲ活動につ
いて検討を行う。

新型コロナウイルスの
感染症の動向により、
適正な規模でイベント
等を実施する。

42,800人 47,701人 42,900人 47,750人 43,000人

昨年に引き続き、農村
公園周辺農業活性化
勉強会を開催し、本庄
農林振興センターや
農協、農業関係者、こ
のはなパーク事業者
から観光農業や体験
農園について、意見
交換を行い、埼玉ひび
きの農協による「田ん
ぼオーナー制度」の実
施が決定した。

ＳＡ周辺地区の農業
体験ゾーンについて、
このはなパークのイ
メージに沿った事業展
開を検討する。
田んぼオーナー制度
については、事業主
体のＪＡと連携し発展
的な継続を図る。

25万人
25万5千

人
30万人

28万5千
人

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

③

60,000人 70,402人
①大きく達

成（１０
０％以上）

②
年間観光客入込客数（内上里

ゴルフ場年間利用者数）

43,000人
（平成31年

度）

委員会意見と同じ

① 年間観光客入込客数
60,000人

（平成31年
度）

56,324人
（平成26年

度）

42,586人
（平成26年

度）

①順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

51,202人

委員会意見

ＳＡ周辺地区の農業
体験ゾーンについて、
このはなパークのイ
メージに沿った事業展
開を検討する。
田んぼオーナー制度
については、事業主
体のＪＡと連携し発展
的な継続を図る。

①順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

１４．観光・交
流のまちづく

りの推進

14-1
観光拠点の充実
（総合戦略基本

目標2-2）

産業振
興課

①順調

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

令和元年度最終目標値
(令和3年度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

58,400人 64,521人 59,200人 64,550人

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

基本理念３　実り豊かなまち

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

33



自己評価 委員会 審議会意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

ハローワークと連
携した就職相談
等

シルバー人材セ
ンターへの支援

中小企業退職
金共済制度の
普及促進

就労環境の改
善等の促進

仕事と生活の調
和の促進

番号 施策項
目番号

指標名

年5件 年6件15-1 年6件 年13件
①大きく達

成（１０
０％以上）

累計210
人

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

累計245人
累計215

人
累計25515-1

④
中小企業退職金共済制度の加

入件数
8件（平成33

年度）
5件 年5件 年４件

累計235人
累計213

人

委員会意見と同じ

③
シルバー人材センター登録者

数

255人
（平成31年

度）

213人（平成
26年度）

8人
(累計32人)

13人
(累計26

人)

広報により登録者数
の増加に努めたが、
目標値を下回ってし
まった。その理由とし
ては、新規の60歳代
の登録者が、退職後
の雇用の場が拡充さ
れたことにより減少し
たものと考えられる。
しかし、前年度と比較
すると微減となってお
り、広報の効果が一
定程度あったと思わ
れる。引き続き啓発を
行う。

平成28年3月から開始
された「家事援助サー
ビス」に続く新サービ
スの検討はされなかっ
た。高齢者の生きがい
づくりの場の活性化に
は必要なことであるた
め、今後も検討が必
要と思われる。

広報以外の周知方法
及び広報の掲載回数
等の工夫による新規
会員登録促進。

補助金等を活用した
基盤強化を図り、社会
の変化に対応した地
域を支える新受託
サービス種別の拡大
支援。

シルバー人材センター
の新規会員登録促進

補助金等による基盤
強化

社会の変化に対応し
た地域を支える新受
託サービス種別の拡
大支援。

②概ね
順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、シルバー
世代の活躍の場が
確保できるよう取り
組み内容を工夫し
ていくこと。

スマートホンの普及に
より、自宅でも求人情
報が取得できるため、
利用者数自体は目標
に達しなかったが、9
人の相談に対して町
設置端末での求人情
報検索を行った。あわ
せて、ハローワークの
情報検索アプリの周
知を行った。

ハローワークの情報
検索アプリを活用した
情報提供を行うととも
に、情報検索アプリの
周知に努める。検索
機能の充実により対
面相談件数は減少が
見込まれるが、相談
者に対しては、個々の
事情に応じた対応を
心掛ける。

ハローワークの情報
検索アプリを活用した
情報提供を行うととも
に、情報検索アプリの
周知に努める。検索
機能の充実により対
面相談件数は減少が
見込まれるが、相談
者に対しては、個々の
事情に応じた対応を
心掛ける。

②概ね
順調

求職者の要望に応
えられるようアプリ
利用も含めた情報
検索の方法を周知
すること。

15-1

6人
(累計13

人)
15-1

20人
(累計60人)

9人
(累計34

人)

③未達成
（７０％未

満）

委員会意見と同じ ② 就職相談者数

委員会意見と同じ ①
町設置端末での求人情報の利

用者数

100人
（平成31年

度）

5人（平成28
年4月分）

8人
(累計40人)

12人
(累計38

人)

①大きく達
成（１０

０％以上）

40人（平成
27～31年度

累計）
―

8人
(累計24人)

委員会意見

１５．雇用対
策の推進

15-1
雇用の安定（総
合戦略基本目標

1-5）

産業振
興課

②概ね
順調

高齢者
いきいき

課

②概ね
順調

15-2
就労環境の改善
（総合戦略基本

目標1-5）

産業振
興課

①順調

13件の加入があった。
退職金の支払いは、
従業員の生産意識の
向上や人材の安定確
保につながるため、
「中小企業退職金共
済制度」は企業にとっ
ても重要な制度となっ
ている。

単独では退職金制度
をもつことができない
中小・零細企業に対
し、国の援助で行う
「中小企業退職金共
済制度」は、従業員の
生産性の向上と人材
の安定確保につなが
るため、今後も制度の
周知と加入促進を商
工会と協力して行う。

単独では退職金制度
をもつことができない
中小・零細企業に対
し、国の援助で行う
「中小企業退職金共
済制度」は、従業員の
生産性の向上と人材
の安定確保につなが
るため、今後も制度の
周知と加入促進を商
工会と協力して行う。

①順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

令和元年度最終目標値
(令和3年度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

20人
(累計20人)

7人
(累計12

人)

20人
(累計40人)

13人
(累計25

人)

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

基本理念３　実り豊かなまち

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画
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基本理念４．人が輝くまち
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自己評
価

委員会 審議会意見

評価 現状値
中間目標

値
実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

教員指導力向
上研修

中学生学力アッ
プ教室

学力向上指導
員の配置

体力向上の取り
組みの推進

国際理解教育
の推進

道徳教育・人権
教育の推進

16-1

16-1

16-1

16-1

16-2

16-1

番号 施策項
目番号

指標名

85.0%

・全小中学校で巡回
相談を計画的に実施
し、特別な配慮を要す
る児童への日々の関
わりや学習について
生かすことができた。
また、児童支援員や
介助員、特別支援学
級生活支援員の配置
をし、個に応じた指導
の充実を図ることがで
きた。
・それぞれ配置した役
割を理解し、個に応じ
た支援を行うことがで
きた。また、ふれあい
教室との連携も図れ
た。
・家庭環境や生活リズ
ムなど不登校児童生
徒の要因が多様化に
より、減少には至って
いない。

特別支援学校のコー
ディネーターによる巡
回相談を実施し、特別
な配慮を要する児童
への関わりや学習面
について指導助言を
行う。また、専門員の
派遣を必要に応じて
行い、特別支援教育
の充実を図る。児童支
援員や介助員、特別
支援学級生活支援員
の配置をし、個に応じ
た指導の充実を図る。
・各校の実態に合わ
せた配置の実施と支
援を要する児童生徒
への個別の支援体制
の充実を図る。配置に
伴う、人員の確保とふ
れあい教室の認知に
努める。

特別支援学校のコー
ディネーターによる巡回
相談を実施し、特別な配
慮を要する児童への関
わりや学習面について
指導助言を行うととも
に、共生社会の実現に
向けて合理的配慮の整
備を進める。また、専門
員の派遣を積極的に行
い、特別支援教育の更
なる充実を図る。児童支
援員や介助員、特別支
援学級生活支援員の配
置をし、個に応じた指導
の充実を図る。
・各校や保護者の要望
に応えられるよう体制の
構築を計画的に推進し
ていく。
・児童生徒への個別の
支援体制や相談体制の
充実を図るために、人員
の確保と研修の充実を
図る。

15人 57人
③未達成
（７０％未

満）

⑥ 授業の満足度
87%（平成31

年度）
82.0% 85.0%

23人（平成
26年度）

32人 19人 17人 52人

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

86.0% 84.0% 87.0% 84.1%

83種目 47種目
③未達成
（７０％未

満）

悩み等への対
策の推進（さわ
やか相談員、ス
クールカウンセ
ラー、スクール
ソーシャルワー
カー、児童支援
員、学習支援員
の配置、ふれあ
い教室との連携
等）

⑤
1年間に30日以上欠席した不

登校児童生徒数
15人（平成
31年度）

83種目
（平成31年

度）

73種目（平
成26年度）

58種目 77種目 80種目 39種目

③やや
不調

・スクールカウンセ
ラーについて、臨床
心理士等の専門家
を配置しているのな
らばその旨も盛り込
んだほうが良いの
ではないか。

令和元年度に行っ
た臨床心理士の資
格を持つスクールカ
ウンセラーの小中
学校への配置によ
る効果などを検証し
つつ、関係部署と連
携し、個々の児童
にあった指導を行う
こと。

④
新体力テスト（144種目）におい

て県平均以上である種目数

③やや
不調

―

③
中学2年英語における「コミュニ
ケーションへの関心・意欲・態

度」の値

83%（平成31
年度）

78%（平成26
年度）

81.0% 52.0%

82.0% ― 83.0% 80.0% 84.0%

国語100
算数・数学

100

国語95
算数・数

学91

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

② 理科が好きな生徒の割合
84%（平成31

年度）

委員会意見と同じ

①
全国学力学習状況調査の全国
平均を100とした時の上里町の

値

国語：100
算数・数学：
100（平成31

年度）

国語　92算
数・数学 88
（平成26年

度）

79%（平成26
年度）

82.0% 未実施 83.0%

アンケート
の実施が
なかった
ため実績
値無し

―

アンケート
の実施が
なかった
ため実績
値無し

審議委員意見

・年間指導計画に位置付
け、指導力向上につなが
る有意義な研修が実施
された。
・７月２３日にスタートし、
２月２６日の閉級式まで
月曜日と木曜日を中心と
して、年間６０回実施、４
１名の生徒の参加であっ
た。
・研修だけにとどまらず、
日々の教職員の授業改
善に向けたきめ細やか
な支援が行われ、教職
員の授業における道しる
べの役割になった。
・体力向上推進委員会を
中心として、各校の課題
の把握と向上に向けた
推進計画を作成した。ま
た、日本女子体育大学と
の包括的連携に向けた
実施計画等の作成をし、
体力向上推進にむけた
中心的役割を担った。
・小学校では、国際理解
教育や英語活動におい
てALTとの授業を楽しみ
にしている児童の様子が
ある。８月に実施した「英
語でしゃべろう合宿」に
は各小学校から合計４７
名の児童が参加して英
語に慣れ親しむ活動を
行った。
・自らの課題として取り
組めるよう様々な研修会
や講演会を開催したこと
により、人権問題の解決
と差別のない明るい町づ
くりに繋げる意識を推進
することができた。

・上里町の全小中学校で
導入している学び合い学
習について知見を有する
指導者を招聘し、学び合
い学習の推進を図る。ま
た、先進校への視察や
教育講演会を行う。
・７月２２日にスタートし、
２月２５日までに年間６５
回以上の実施を図る。
・学校教育に対し専門的
識見を有する「学力向上
指導員」を配置し、全小
中学校に派遣し学び合
い学習の推進に向けた
授業への指導助言を行
う。
・体力向上推進委員会を
中心として、日本女子体
育大学との包括的連携
を活用し、各校への指導
助言と各校の課題の把
握と体力向上に向けた
継続的事業展開を図る。
・ALTを５名に増員、全小
中学校に派遣し、小学校
では英語に慣れ親しむ
学習の充実を、中学校で
は英語におけるコミュニ
ケーション能力の基盤と
なる基礎的・基本的な知
識や技能の習得の充実
を図る。
・人権問題を計画的に取
り上げる｢上里町人権講
演会｣、ＰＴＡ・子ども会育
成会を対象とした｢子ども
の人権研修会｣、町内の
人権教育の推進力とな
る人材を養成する｢人権
サポーター養成講座｣な
ど、様々な人権問題の解
決に向けた研修会を開
催する。
・全国学力学習状況調
査については、新型コロ
ナウイルス感染防止の
ため学校休業により実施
なし。
・理科が好きな生徒の割
合及び中学２年英語に
おける「コミュニケーショ
ンへの関心・意欲・態度」
については町独自で調
査実施。

・上里町の全小中学校で実
施している学び合い学習に
ついて知見を有する指導者
を招聘し、学び合い学習の
より効果的な実施を図る。
また、先進校への視察や教
育講演会を行う。
・月曜日と木曜日を中心と
して、年間６５回以上の実
施と定員を希望に合わせた
規模にできるよう整備を図
る。
・学校教育に対し専門的識
見を有する「学力向上指導
員」を配置し、適宜派遣、指
導助言をを行い、全小中学
校における学び合い学習
の実施・定着を図る。
・日本女子体育大学との包
括的連携を強化し、上里町
の児童生徒の体力向上を
図る。
・ALTを５名を全小中学校
に派遣し、小学校・中学校
ともに英語におけるコミュニ
ケーション能力の向上に向
けた授業の充実を図る。
・「人権感覚育成プログラ
ム」を年間指導計画に位置
づけ、授業実践を行う。ま
た、人権問題を計画的に取
り上げる｢上里町人権講演
会｣等、人権問題の解決に
向けた研修会を開催する。

②概ね
順調

１６．学校教
育の充実

16-1
教育内容の充実
（総合戦略基本

目標3-4）

学校教
育指導

室
①順調

16-2
児童生徒の個に
応じた支援体制

の充実

学校教
育指導

室

特別支援教育
の推進（特別支
援学究生活支
援員、介助員の
配置、臨床心理
士による巡回相
談の実施等）

委員会意見

各指標については概
ね上昇傾向にあり、施
策として効果があっ
た。今後も事業を継続
しつつ、施策の更なる
発展を目指し必要に
応じて取り組み方法を
工夫すること。

令和元年度に行っ
た、スクールカウン
セラーの小中学校
への配置による効
果などを検証しつ
つ、関係部署と連
携し、個々の児童
にあった指導を行う
こと。

令和元年度
総合振興計画実施計画　効果検証シート

令和元年度最終目標値
(令和3年度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

国語96
算数・数学

93

国語94
算数・数

学89

国語98
算数・数学

96

国語90
算数・数

学85

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

基本理念４　人が輝くまち

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画
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自己評
価

委員会 審議会意見

評価 現状値
中間目標

値
実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

番号 施策項
目番号

指標名審議委員意見委員会意見
令和元年度最終目標値

(令和3年度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画の

評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

家庭教育の推
進

① 16-1
全国学力学習状況調査の全国
平均を100とした時の上里町の

値

国語：100
算数・数学：
100（平成31

年度）

国語　92算
数・数学 88
（平成26年

度）

国語96
算数・数学

93

国語94
算数・数

学89

国語98
算数・数学

96

国語90
算数・数

学85

国語100
算数・数学

100

国語95
算数・数

学91

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

学校応援団活
動の活性化

② 16-1 理科が好きな生徒の割合
84%（平成31

年度）
79%（平成26

年度）
82.0% ― 83.0% 80.0% 84.0%

アンケート
の実施が
なかった
ため実績
値無し

―

③ 16-1
中学2年英語における「コミュニ
ケーションへの関心・意欲・態

度」の値

83%（平成31
年度）

78%（平成26
年度）

81.0% 52.0% 82.0% 未実施 83.0%

アンケート
の実施が
なかった
ため実績
値無し

―

學校施設・設備
の改修・更新

④ 16-1
新体力テスト（144種目）におい

て県平均以上である種目数

83種目
（平成31年

度）

73種目（平
成26年度）

58種目 77種目 80種目 39種目 83種目 47種目
③未達成
（７０％未

満）

安全対策の推
進

⑤ 16-2
1年間に30日以上欠席した不

登校児童生徒数
15人（平成
31年度）

23人（平成
26年度）

32人 19人 17人 52人 15人 57人
③未達成
（７０％未

満）

⑥ 16-1 授業の満足度
87%（平成31

年度）
82.0% 85.0% 85.0% 86.0% 84.0% 87.0% 84.1%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

委員会意見と同じ

委員会意見と同じ

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

施策として効果が
あった。今後も「個
別施設計画にのっ
とり事業を継続しつ
つ、施策の更なる
発展を目指し必要
に応じて取り組み方
法を工夫すること。

１６．学校教
育の充実

16-3 教育環境の整備

学校教
育指導

室
①順調

・児童生徒の発達段
階に即した学習会を
開催したことで、家庭
の教育力を高めるた
めの家庭教育の充実
を図ることができた。
・小学校では、コー
ディネーターが学校の
担当者と連携して地
域の関係者との連絡
調整を図り、ミシンや
調理、昔の遊びの支
援など様々な内容の
支援が行われ、中学
校では、コーディネー
ターが中心となり、防
犯パトロールやあいさ
つ運動など安心安全
に向けた取組がさらに
充実した。

・家庭教育の更なる充
実を図るべく｢幼児を
持つ親の学習｣、｢就
学時健康診断時にお
ける親の学習｣、｢６年
生を持つ親の学習｣
等、学習会を開催す
る。
・学校応援団を活用
し、コーディネーター
が中心となって学校と
地域との連携を深め、
授業の支援等活用の
幅を広げる。

学校教
育課

①順調

　計画・予算化されてい
た施設・設備の改修・更
新工事は予定どおり実
施した。
　校舎・トイレの改修工事
を3校実施し、老朽化に
伴う危険箇所の排除・衛
生設備環境の改善を
図った。
　体育館の床・浄化槽機
器改修工事等を実施。
　また、文科省の進める
学校施設の長寿命化計
画（個別施設計画）を業
務委託により策定した。

　改修工事設計委託を
校舎1校と体育館屋外ト
イレ等5校を発注し、老朽
化に伴う危険箇所の排
除・衛生設備の改善を図
る。
　また、消防設備や給水
設備、体育館照明設備
の改修・交換工事を引き
続き実施する。

　各校の小規模修繕工事を
引き続き実施し、機能回復
を図る。
　前年度の改修工事設計
成果を基に、校舎・体育館
屋外トイレ等の改修工事を
発注し、老朽化に伴う危険
箇所の排除や環境改善を
図る。
　個別施設計画で計画をさ
れた改修工事の実施に向
けた業務を行う。

・家庭教育の更なる充実
を図るべく｢幼児を持つ
親の学習｣、｢就学時健
康診断時における親の
学習｣、｢６年生を持つ親
の学習｣等、学習会を開
催する。
・学校応援団を活用し、
コーディネーターが中心
となって学校と地域が一
体となった学校教育の
推進を実現する。

①順調

①順調
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自己評価 委員会 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

公民館事業の
推進（せせらぎ
大学、サルビア
学級、主催事業
等）

（再掲）放課後
子ども教室推進
事業

わんぱく合宿塾
事業

親の学習・親に
なるための学習

生涯学習を担う
人材の育成

子ども大学ほん
じょう事業

のびっ子教室

生涯学習施設
管理・運営事業

579人 600人

17-4

17-4

17-5

17-5

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

3,000人

21.1%
③未達成
（７０％未

満）

アンケート
未実施

23.0%
アンケート

未実施

551人

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

3,000人 3,121人 3,000人 2,354人

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

⑥ 文化協会加盟者数
600人

（平成33年
度）

5,500人

3,669人⑦ 文化祭来場者数
3,000人

（平成33年
度）

2,787人

１７．生涯学
習の充実

17-1 教育内容の充実
生涯学
習課

①順調

累計150人
累計155

人

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

6,000人 5,176人

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

⑤ 郷土資料館利用者数
8000人

（平成33年
度）

6,456人 5,000人 5,176人

・公民館主催事業
　社会を取り巻く諸問
題を仲間とともに解
決、理解し、公民館活
動を通して心の豊か
なふるさとづくりを推
進していく。
・学びとふれあい教室
事業
　複数回にわたり一つ
のテーマについて学
習します。学習を通し
て人と人のつながりを
つくり人との絆、地域
の絆を構築する。
・サルビア学級事業
　男女共同参画社会
の実現を目指し一般
教養を高め、より豊か
な家庭生活を営むた
めの学習を行っていき
ます。また学級の触れ
合いから連帯を深め
望ましい地域づくりを
図る。
・せせらぎ大学事業
　高齢者が健康的で
生きがいのある生活
を目指し、社会的能力
を高めるため、趣味、
教育、レクリエーション
等に関する学習を行
う。
・ふるさと学講座
　町民の「ふるさと」に
対する理解と郷土愛
を深め、地域を大切に
する機運の醸成を目
的とし、郷土や行政に
関する学習を推進す
る。

②概ね
順調

委員会意見と同じ

・上里町公民館は、各
小学校区域に地区公
民館が配置されてお
り、また、災害避難場
所としても指定されて
いる公民館を、適性に
管理・運営を行う。

①順調

20.0% 14.2%

ふるさと学の受講者数
300人（平成
27～31年度

合計）

委員会意見と同じ

① 公民館事業参加者数
10,000人

（平成33年
度）

9,362人

－

④
歴史・文化の保全・活用の満

足度
30%（平成33

年度）
26.0%

600人 528人 600人 520人

4,780人

②

155,499点

令和元年度

10,000人 9,118人

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

③ 年間図書貸出冊数
200,000点
（平成33年

度）
198,177点 174,451点 172,724点 176,195点 162,327点 181,480点

累計225人
累計270

人

番号 施策項
目番号

審議委員意見

17-1

17-1

17-3

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

累計343
人

①大きく達
成（１０

０％以上）
累計300人

基本理念４　人が輝くまち

指標名委員会意見 最終目標値
(令和3年度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

10,000人 9,542人 10,000人 10,003人

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

17-2
教育環境の整備
（総合戦略基本

目標4-3）

生涯学
習課

②概ね
順調

公民館工事・修繕
・工事請負費：
1,160,580円
・修繕料金：986,998円

・上里町公民館は、各
小学校区域に地区公
民館が配置されてお
り、また、災害避難場
所としても指定されて
いる公民館を、適性に
管理・運営を行う。

・公民館主催事業
講座数：49講座
延べ参加人数：1405
人

・学びとふれあい教室
事業
講座数：25講座
延べ参加人数：428人

・サルビア学級事業
講座数：44講座
延べ参加者数：815人

・せせらぎ大学事業
講座数：47講座
延べ参加者人数：
1122人

・公民館・児童館まつ
り
延べ参加者数：4700
人

・地区公民館もちつき
大会
延べ参加者数：645人

・ふるさと学
講座数：3講座
延べ参加者：73人

・公民館主催事業
　社会を取り巻く諸問
題を仲間とともに解
決、理解し、公民館活
動を通して心の豊か
なふるさとづくりを推
進していく。
・学びとふれあい教室
事業
　複数回にわたり一つ
のテーマについて学
習します。学習を通し
て人と人のつながりを
つくり人との絆、地域
の絆を構築する。
・サルビア学級事業
　男女共同参画社会
の実現を目指し一般
教養を高め、より豊か
な家庭生活を営むた
めの学習を行っていき
ます。また学級の触れ
合いから連帯を深め
望ましい地域づくりを
図る。
・せせらぎ大学事業
　高齢者が健康的で
生きがいのある生活
を目指し、社会的能力
を高めるため、趣味、
教育、レクリエーション
等に関する学習を行
う。
・ふるさと学講座
　町民の「ふるさと」に
対する理解と郷土愛
を深め、地域を大切に
する機運の醸成を目
的とし、郷土や行政に
関する学習を推進す
る。

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画
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自己評価 委員会 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

令和元年度
番号 施策項

目番号
審議委員意見 指標名委員会意見 最終目標値

(令和3年度)

平成27年度
計画策定時 平成29年度 平成30年度

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度実施計画の

評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

読書活動推進
事業

町指定無形文
化財への助成

歴史・文化資源
の発掘・活用

芸術鑑賞事業

文化団体への
支援

文化祭事業

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

3,669人 3,000人 3,121人 3,000人 2,354人⑦ 文化祭来場者数
3,000人

（平成33年
度）

2,787人 3,000人

生涯学
習課

②概ね
順調

・上里町文化協会加
盟団体数
展示部門：16団体
芸能部門：13団体
合　　　計：29団体

・上里町文化協会加
盟者数
展示部門：276人
芸能部門：244人
合　　　計：520人

・文化祭来場者数
展示部門：2528人
芸能部門：150人
合　　　計：2678人

・社会教育団体の育
成として、上里町文化
協会の運営支援を行
う。

・社会教育団体の育
成として、上里町文化
協会の運営支援を行
う。

600人⑥ 文化協会加盟者数
600人

（平成33年
度）

579人

②概ね
順調

委員会意見と同じ

②概ね
順調

委員会意見と同じ

17-4

17-5

17-5

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

17-5
文化・芸術の振

興

総合政
策課

②概ね
順調

自主事業として演劇
ワークショップ等15事
業(参加総人数2,104
人)。学級講座として1
講座(参加総人数128
人)を実施。

引き続き町民の交流
と文化教養の向上を
目的に事業を行う。主
な業務は施設使用に
関する受付や施設の
管理、自主事業にす
る業務。
指定管理最終年度の
ため時期管理者の考
を行う。

令和3年度にはワープ
上里の大規模改修が
予定されているため、
ホールを使用した事
業が行えない。アウト
リーチ事業を積極的
に行い、施設の外で
の文化活動を積極的
に行う。

5,176人 5,500人 4,780人 6,000人 5,176人⑤ 郷土資料館利用者数
8000人

（平成33年
度）

6,456人 5,000人

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

26.00% 14.2%

520人551人 600人 528人 600人

17-4
③未達成
（７０％未

満）
④

歴史・文化の保全・活用の満
足度

30%（平成33
年度）

21.10% 20.00%
アンケート

未実施

郷土資料館・出土文
化財管理センター運
営事業（特別展示、歴
史講座・歴史教室、夏
休み体験学習等）を実
施して利用者の増加
を図る。
指定文化財への助成
については無形指定
文化財4件、有形指定
文化財36件について
助成する。
歴史・文化資源の発
掘・活用については、
資料館研究紀要、上
里町史料集、発掘調
査報告書2冊及び研
究誌である「かみさと
上里郷土誌研究」2冊
の合計6冊を刊行す
る。

②概ね
順調

・本庄道路開発に
伴う調査において
文化財の発掘が見
込まれるようなら
ば、文化財の活用
について意見に加
えたい。

目標値の達成に向
けての成果が確認
できる。保全・活用
の満足度について
はアンケートでは過
半数の町民が「どち
らともいえない」と回
答しているため、今
後も事業を継続し、
町民の歴史への関
心を高め目標が達
成されるよう取り組
み内容を工夫して
いくこと。今後新た
な文化財の発見等
があった際にはこ
れを活用し、歴史・
文化に対する関心
を高めること。

155,499点

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

172,724点 176,195点 162,327点 181,480点

累計343
人

①大きく達
成（１０

０％以上）

9,118人

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

17-4
歴史・文化の保

全と活用
郷土資
料館

郷土資料館・出
土文化財管理
センター運営事
業（特別展示、
歴史講座・歴史
教室、夏休み体
験学習等）

②概ね
順調

郷土資料館・出土文
化財管理センター運
営事業（特別展示、歴
史講座・歴史教室、夏
休み体験学習等）に
於いて5176人の利用
があり年々増加傾向
にある。
指定文化財への助成
については無形指定
文化財4件、有形指定
文化財36件について
助成している。
歴史・文化資源の発
掘・活用については、
資料館研究紀要、上
里町史料集、発掘調
査報告書2冊及び研
究誌である「かみさと
上里郷土誌研究」2冊
の合計7冊を刊行し
た。

郷土資料館・出土文
化財管理センター運
営事業（特別展示、歴
史講座・歴史教室、夏
休み体験学習等）を実
施あい利用者の増加
を図る。
指定文化財への助成
については無形指定
文化財4件、有形指定
文化財36件について
助成を行う。
歴史・文化資源の発
掘・活用については、
資料館研究紀要、上
里町史料集、発掘調
査報告書3冊及び研
究誌である「かみさと
上里郷土誌研究」2冊
の合計7冊を刊行す
る。

174,451点

② ふるさと学の受講者数
300人（平成
27～31年度

合計）
－ 累計150人

②概ね
順調

累計155
人

10,000人 9,542人 10,000人 10,003人 10,000人① 公民館事業参加者数
10,000人

（平成33年
度）

9,362人

③ 年間図書貸出冊数
200,000点
（平成33年

度）
198,177点

累計225人
累計270

人
累計300人

23.00%
アンケート

未実施

・図書館の利用者を
増やすことを意見と
して加えたい。

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、図書館の
利用者がより増え
るよう取り組み内容
を工夫していくこと。

17-1

17-1

17-3

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

目標値の達成に向
けての成果が確認
できる。保全・活用
の満足度について
はアンケートでは過
半数の町民が「どち
らともいえない」と回
答しているため、今
後も事業を継続し、
町民の歴史への関
心を高め目標が達
成されるよう取り組
み内容を工夫して
いくこと。

引き続き指定管理者
による管理運営を行
う。主要業務である資
料（図書・雑誌等）の
選定・購入、資料（図
書・雑誌等）の貸出業
務、調査相談業務や
各種事業を実施する。
各種事業としては、小
学生を対象とした読書
マラソンや、保健セン
ターで７・８ヶ月児を対
象としたブックスタート
事業、図書館を使った
調べる学習コンクール
等を開催する。その他
文学講座、大人のた
めの映画会等各事業
を実施する。そして新
規事業を計画し図書
館来館者数を増やす
取組を行う。

引き続き指定管理者
による管理運営を行
う。主要業務である資
料（図書・雑誌等）の
選定・購入、資料（図
書・雑誌等）の貸出業
務、調査相談業務や
各種事業を実施する。
各種事業としては、小
学生を対象とした読書
マラソンや、保健セン
ターで７・８ヶ月児を対
象としたブックスタート
事業、図書館を使った
調べる学習コンクール
等を開催する。その他
文学講座、大人のた
めの映画会等各事業
を実施する。そして新
規事業を計画し図書
館来館者数を増やす
取組を行う。

１７．生涯学
習の充実

17-3 図書館の充実
生涯学
習課

図書館管理・運
営事業（図書等
の収集、貸出、
調査相談、イベ
ント開催等）

②概ね
順調

指定管理者による管
理運営を行った。主要
業務である資料（図
書・雑誌等）の選定・
購入、資料（図書・雑
誌等）の貸出業務、調
査相談業務や各種事
業を実施した。各種事
業としては、小学生を
対象とした読書マラソ
ンや、保健センターで
７・８ヶ月児を対象とし
たブックスタート事業
や図書館を使った調
べる学習コンクールを
開催した。その他文学
講座、大人のための
映画会、小学校へ出
向き読み聞かせや本
の紹介等を実施する
学校訪問、小中学校
の図書室の環境整備
を行う学校図書室訪
問等を行った。図書館
来館者については、
前年を下回る状況で
あるため、来館者を増
やす取組が必要であ
る。

施策としては効果
があった。今後は新
型コロナウイルス収
束後の新たな生活
スタイルに沿った文
化事業を行うこと。

文化活動を行って
いる非加盟団体に
加入を促す等団体
の維持に対しても
施策を行っている。
今後も事業を継続
し、目的達成に向け
て取り組み内容を
工夫していくこと。
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自己評
価

委員会 審議会意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

スポーツ教室・
イベントの開催・
開催支援

「こむぎっち体
操」の普及

スポーツ団体・
指導者の育成

競技スポーツの
振興

スポーツ施設の
補修・改築（夜
間照明等）

スポーツ施設の
運営管理

学校体育館・校
庭の地域開放

こむぎっち
ウォーキング
コースの設置

番号 施策項
目番号

指標名

基本理念４　人が輝くまち

4コース
（平成33年

度）
0コース 4コース ６コース18-2

　新型コロナウイルス
感染拡大や台風19号
上陸に伴い、マラソン
大会や体育祭、ハイ
キング教室などが中
止になったしまった
が、その他の事業に
ついては、開催し多く
の方に参加された。
　こむぎっち体操につ
いては、事業所や学
校、スポーツイベント
などで積極的に実施さ
れた。
　また体育協会やス
ポーツ少年団におけ
る指導者に対しては、
ストレッチ研修などを
実施したほか、県大会
等への出場団体への
補助なども行った。

魅力ある事業・イベン
ト・の開催、こむぎっち
体操を中心とした軽ス
ポーツの周知。指導
者への研修や競技ス
ポーツに対する補助
なども引き続き行って
いく。

魅力ある事業・イベン
ト・の開催、こむぎっち
体操を中心とした軽ス
ポーツの周知。指導
者への研修や競技ス
ポーツに対する補助
なども引き続き行って
いく。

体育施設・ウォーキン
グコース等のさらなる
利用促進のため、施
設修繕や整備を行っ
ていく

②概ね
順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

委員会意見と同じ

　上里中学校にＬＥＤ
照明を新たに設置で
きた。
　社会体育施設や都
市公園施設、学校体
育施設についても、ス
ポ少や体協、地域住
民の方々が積極的に
利用された。
　こむぎっちウォーキ
ングコースについて
は、地域住民だけでな
く、公民館事業などに
も活用された

体育施設・ウォーキン
グコース等のさらなる
利用促進のため、施
設修繕や整備を行っ
ていく

②概ね
順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

7か所

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

７か所

平成32年
度に行う
まちづくり
アンケート
にて検証

１０か所

４コース ６コース ４コース

70%
（平成33年

度）

８か所

18-1

18-1②
こむぎっち体操を実施した事業

所数

10か所
（平成31年

度）

令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画 委員会意見

６か所

54.9%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

①
週に1回以上、スポーツ活動を

行う割合

70%
（平成33年

度）
65%

3か所（平成
26年度）

５か所

令和元年度

委員会意見と同じ

６コース
①大きく達

成（１０
０％以上）

③ ウォーキングコースの設置

18-1

スポーツ・レクリ
エーション活動の
促進（総合戦略
基本目標4-2）

生涯学
習課

②概ね
順調

18-2
スポーツ・レクリ

エーション環境の
整備

生涯学
習課

②概ね
順調

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度

－

平成32年
度に行う
まちづくり
アンケート
にて検証

－

１８．生涯ス
ポーツの振興
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基本理念５．みんなで支えあうまち
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自己評
価

委員会 審議会意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

行事公演事業

行政区運営・コ
ミュニティ協議
会運営支援事

業

コミュニティ活動
事業

生涯学
習課

成人式の開催 ①順調

新成人による成人式
実行委員会を組織し
実行委員による成人
式を開催することがで
きた。

引き続き新成人による
成人式実行委員会を
組織し成人式を開催
する。

引き続き新成人による
成人式実行委員会を
組織し成人式を開催
する。

①順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

広報かみさとの
発行

電子媒体による
広報の推進

〔再掲〕シティプ
ロモーションの

推進

生涯学
習課

上里町こむぎっ
ちカレンダーの

作成
①順調

町関係各課や関係機
関と調整し、町の行事
予定や暮らしに役立
つ情報を中心に作成
することができた。

引き続き町関係各課
や関係機関と調整し、
町の行事予定や暮ら
しに役立つ情報を中
心に作成する。

引き続き町関係各課
や関係機関と調整し、
町の行事予定や暮ら
しに役立つ情報を中
心に作成する。

①順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

⑤ 19-5
外国人住民と交流している人

の割合
15%（平成33

年度）
5.7% ―

アンケート
未実施

―
アンケート

未実施
15%（平成
33年度）

11.9%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

番号 施策項
目番号

指標名

①順調

施策として効果が
あった。今後もくコメ
ントしやすくなる工
夫を行い事業を続
けること。

委員会意見と同じ

アンケート
未実施

25%（平成
33年度）

18.8%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

①大きく達
成（１０

０％以上）

④
社会全体において男女の地位

が平等だと感じる人の割合
25%（平成33

年度）
17.8% ―

アンケート
未実施

24人 41人 33人 44人 54人③ 37人
施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

―

①順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

①
積極的に近所づきあいや地域
活動に参加している人の割合

50%（平成33
年度）

42.0%

5人
（平成33年

度）
―

19-1

19-2

19-3

19-4

50%（平成
33年度）

55.5%
①大きく達

成（１０
０％以上）

1人
(5人/5計

画)
(累計3人)

①大きく達
成（１０

０％以上）

1人
(累計2人)

0人
1人

(累計3人)

2人
(1人と1団
体/1計画)
(累計2人)

1人
(累計4人)

人権サポーター養成講座修了
者数

50人
（平成33年

度）

②
パブリックコメント募集案件の

平均意見人数

委員会意見と同じ

38人

②概ね
順調

最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度

―
アンケート

未実施
―

アンケート
未実施

委員会意見

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

基本理念５　みんなで支えあうまち

令和元年度令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

令和元年度には「上
里町国民保護計画」
「第2期上里町子ども・
子育て支援事業計
画」「 上里町公共施設
再配置・維持保全計
画」「上里町地域公共
交通網形成計画」「第
2期上里町まち・ひと・
しごと創生総合戦略」
のパブリックコメント募
集を行い合計5件のが
寄せられ、計画策定
における参考意見とし
た。募集にあたっては
計画概要の掲載など
意見が行いやすくなる
よう工夫をした。

①順調
パブリックコメン

トの推進
総合政
策課

１９．住民自
治の振興

19-2
広報・広聴の充

実

各種政策に対する町
民の意見の反映が十
分になされるよう、パ
ブリックコメント制度に
ついての周知を積極
的に行う。

各種政策に対する町
民の意見の反映が十
分になされるよう、パ
ブリックコメント制度に
ついての周知を積極
的に行う。

19-1
地域活動の活性

化

総務課 ①順調

ＮＰＯ法人への
支援（法人町民
税・固定資産

税・軽自動車税
の減免）

総務課
②概ね
順調

「広報かみさと」は広
報委員会を開催し、年
間をとおした特集記事
計画に基づ紙面の充
実を図った。ホーム
ページやフェイスブッ
クは各課で情報発信
できるが、さらに有益
な情報をわかりやすく
伝えていけるようサイ
トを整理していきた
い。広報基盤の可能
性を検討しているが、
有益なコンテンツは模
索中。

区長会、コミュニティ協
議会といった主団体
への協力・連携のほ
か、地域の集会所・公
会堂の外トイレやエア
コン、掲示板設置な
ど、さまざまな支援･補
助を行っている。

引き続き、各行政区を
はじめとする地域コ
ミュニティが育つよう、
町としての支援を行っ
ていく。

引き続き、各行政区を
はじめとする地域コ
ミュニティが育つよう、
町としての支援を行っ
ていく。

より読んでもらえる「広
報かみさと」を目指し
て、更なる充実を図っ
ていく。ホームページ
は、必要な情報が検
索しやすいサイトに整
理していく。また、
YouTubeサイト、デジ
タルサイネージ、
LINE、AIチャットなど
のデジタル広報基盤
の可能性を検討し、コ
ンテンツの充実を図
る。

より読んでもらえる「広
報かみさと」を目指し
て、更なる充実を図っ
ていく。ホームページ
は、必要な情報が検
索しやすいサイトに整
理していく。また、
YouTubeサイト、デジ
タルサイネージ、
LINE、AIチャットなど
のデジタル広報基盤
の可能性を検討し、コ
ンテンツの充実を図
る。
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自己評
価

委員会 審議会意見 審議会意見

評価 現状値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

番号 施策項
目番号

指標名
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度
委員会意見基本目標

施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
令和元年度令和元年度実施計画の

評価
令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

人権啓発・教育
事業

人権を大切にす
る会の育成

相談事業（法律
相談、人権相
談、心配ごと相
談等）

人権擁護活動
への協力

男女共同参画
推進センターの
運営

女性のための
総合相談事業
（悩みごと・法
律）

男女共同参画
推進団体の育
成

配偶者等暴力
対策の推進

行政サービスの
多言語・多文化
対応の推進

多様な多文化
共生事業の検
討・実施

19-1

19-2

19-3

19-4

19-5 11.9%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

―
アンケート

未実施
―

アンケート
未実施

15%（平成
33年度）

⑤
外国人住民と交流している人

の割合
15%（平成33

年度）
5.7%

―
アンケート

未実施
25%（平成
33年度）

18.8%

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

社会全体において男女の地位
が平等だと感じる人の割合

25%（平成33
年度）

17.80% ―
アンケート

未実施

引き続き様々な人権
問題の早期解消を図
り、差別のない明るい
町づくりを全町民で進
めるための第１０回上
里町人権講演会や、
人権サポーター養成
講座、子どもの人権研
修会等を開催し人権
教育と啓発を推進しま
す。

②概ね
順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

委員会意見と同じ

外国人のさまざまな
ニーズに応えられるよ
う、多国籍対応の住民
マニュアル、窓口で活
用できる翻訳アプリの
活用、行政文書の翻
訳など、外国人の立
場に立って必要な支
援を順次進める。

②概ね
順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

委員会意見と同じ

①大きく達
成（１０

０％以上）

生涯学
習課

啓発・教育事業
（情報紙等の発
行・講座の開
催）

②概ね
順調

様々な人権問題の早
期解消を図り、差別の
ない明るい町づくりを
全町民で進めるため
の第８回上里町人権
講演会や、人権サ
ポーター養成講座、子
どもの人権研修会等
開催し人権教育と啓
発を推進することがで
きた。

引き続き様々な人権
問題の早期解消を図
り、差別のない明るい
町づくりを全町民で進
めるための第９回上
里町人権講演会や、
人権サポーター養成
講座、子どもの人権研
修会等を開催し人権
教育と啓発を推進しま
す。

38人 24人 41人 33人 44人③
人権サポーター養成講座修了

者数

50人
（平成33年

度）
37人

①大きく達
成（１０

０％以上）

④

1人
(累計3人)

2人
(1人と1団
体/1計画)
(累計2人)

1人
(累計4人)

1人
(5人/5計

画)
(累計3人)

②
パブリックコメント募集案件の

平均意見人数

5人
（平成33年

度）
―

1人
(累計2人)

②概ね
順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

委員会意見と同じ

0人

54人

子育て
共生課

②概ね
順調

・相談事業を定期的に
おこなうことにより、相
談者が抱える問題の
解決を支援した。
法律相談件数 11件
悩みごと相談 37件
人権相談 0件

第3次かみさと男女共
同参が推進プランに
基づく事業をおこな
う。

第3次かみさと男女共
同参が推進プランに
基づく事業をおこな
う。

―
アンケート

未実施
50%（平成
33年度）

55.5%
①大きく達

成（１０
０％以上）

①
積極的に近所づきあいや地域
活動に参加している人の割合

50%（平成33
年度）

42.0% ―
アンケート

未実施

①順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

②概ね
順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

委員会意見と同じ

１９．住民自
治の振興

19-3
人権啓発・教育

の推進

生涯学
習課

①順調

あらゆる人権問題を
取りあげる人権講演
会や、各小中学校で
開催する子どもの人
権研修会、社会教育
団体等参加者を呼び
かける人権サポー
ター養成講座等、各講
座を開催することがで
きた。人権を大切にす
る会は生涯学習課が
事務局であり、人権教
育・啓発に関する管外
視察研修や人権講演
会の受付事務等活動
することができた。

引き続きあらゆる人権
問題を取りあげる人権
講演会や、各小中学
校で開催する子ども
の人権研修会、社会
教育団体等参加者を
呼びかける人権サ
ポーター養成講座等、
各講座を開催する。人
権を大切にする会は
生涯学習課が事務局
であり、人権教育・啓
発に関する管外視察
研修や人権講演会の
受付事務等活動す
る。

引き続きあらゆる人権
問題を取りあげる人権
講演会や、各小中学
校で開催する子ども
の人権研修会、社会
教育団体等参加者を
呼びかける人権サ
ポーター養成講座等、
各講座を開催する。人
権を大切にする会は
生涯学習課が事務局
であり、人権教育・啓
発に関する管外視察
研修や人権講演会の
受付事務等活動す
る。

19-4
男女共同参画の

推進

子育て
共生課

②概ね
順調

・男女共同参画週間
講演会等の事業をお
こない、男女共同参画
社会の推進が図られ
た。
・相談事業を定期的に
おこない、相談者が抱
える問題の解決を支
援した。
法律相談件数 11件
悩みごと相談 37件
・男女共同参画推進
センター推進委員会、
女性会議の事務局と
なり、活動の支援をお
こなった
・女性団体連絡協議
会と共催事業（がん予
防教室等）をおこな
い、健康支援事業の
拡大をはかった。。
・DVに関するキャン
ペーンを展開し、意識
啓発の推進が図られ
た。

第3次かみさと男女共
同参が推進プランに
基づく事業をおこな
う。

第3次かみさと男女共
同参が推進プランに
基づく事業をおこな
う。

外国人のさまざまな
ニーズに応えられるよ
う、多国籍対応の住民
マニュアル、窓口で活
用できる翻訳アプリの
活用、行政文書の翻
訳など、外国人の立
場に立って必要な支
援を順次進める。

19-5
多文化共生の推

進
総務課

②概ね
順調

生活に密接に係る「ご
みの出し方ポスター」
のポルトガル語・中国
語・英語の翻訳業務を
委託した。しかし、外
国人への支援はまだ
まだ不十分であり、外
国人ニーズを満たす
支援を進めることが必
要である。
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自己評
価

委員会 審議会意見

評価 現状値
中間目標

値
実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

行政評価事業

予算編成事務

⑥ 20-4 指定管理者制度の導入件数 6以上 3
累計6以上
(平成33年

度)

0
(累計3件)

累計6以上
(平成33年

度)

0
(累計3件)

累計6以上
(平成33年

度)

0
(累計3件)

③未達成
（７０％未

満）

⑦ 20-5 定住自立圏広域連携事業数
22以上

（平成33年
度）

22 現状維持 28事業 現状維持 17 現状維持 17

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

20-3

20-3

20-3

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

情報化の推進
（埼玉県町村会
情報システム共
同化事業、財務
会計・グループ
ウエアシステム
事業、市町村電
子申請業務事
業、個人情報保
護、電子自治体
推進協議会）

②概ね
順調

①大きく達
成（１０

０％以上）

総合政
策課

②概ね
順調

98.95%

②概ね
順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ

16.0%

R1末財調
残高

1,011,739千
円

/R1標準財
政規模

6,012,390千
円

＝16.83％

98.5%⑤ 個人住民税現年収納率
98.6%

（平成33年
度）

98.12%

20-2
健全で効率的な
行政組織づくり

の推進

総務課

人事マネジメン
トの推進（採用・
育成計画の推
進、定員管理、
人事評価、職員
提案制度） ②概ね

順調

　令和2年度当初定員
を180人とする採用を
目指したが、実績は
181名であった。
　広域圏、人づくり連
合の研修、人事評価
による職員の意識改
革とスキルアップは順
調であり、公平な人事
評価が行われている。

18.70% 16.0%

令和２年度予算編成
方針において、『令和
２年度は第５次上里町
総合振興計画の効果
検証による成果を発
揮する年度である』旨
及び『令和元年度に
実施した取組の検証
に基づき、改善に向け
た予算編成を行う』旨
を通知した。
予算要求時には計画
に位置付けのある事
業を明確（総振〇-〇
の記載等）にし、進捗
状況や今後の動き等
を確認した上で、予算
編成事務を行った。

引き続き、各計画に基
づいた事業において
その効果の検証等を
踏まえた予算編成事
務に取り組んでいく。

引き続き、各計画に基
づいた事業において
その効果の検証等を
踏まえた予算編成事
務に取り組んでいく。

①大きく達
成（１０

０％以上）

③ 財政力指数
0.796

（平成33年
度）

0.78 0.78 0.78

0件 0件 0件 0 0件

0.79 0.789

①大きく達
成（１０

０％以上）

H29末財調
残高

996,544千
円

/H29標準
財政規模

6,009,436千
円

＝16.58％

16.0%

H30末財調
残高

1,028,428千
円

/H30標準
財政規模

6,028,524千
円

＝17.06％

②
情報資産への驚異的事象の発

生件数

0件
（平成33年

度）委員会意見と同じ

①
職員接遇・仕事のスピード・開
庁時間・手続きに不満を感じて

いる人の割合

ゼロをめざ
す（平成33

年度）
7.6%

1件

④
財政調整基金現在高の標準財

政規模に対する割合
20.00%

②概ね
順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

0.79 0.79
①大きく達

成（１０
０％以上）

0件

指標名番号 施策項
目番号

委員会意見 審議委員意見令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画

令和元年度

総合振興計画実施計画　効果検証シート

基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業

基本理念５　みんなで支えあうまち

ゼロをめざ
す（平成33

年度）

参考値3%
（類似アン
ケートの
結果のた

め）

―

２０．健全な
行財政運営

の推進

20-1
ＰＤＣＡサイクル
による事業推進

総合政
策課

②概ね
順調

県内20町村で組織す
る「埼玉県町村情報シ
ステム共同化推進協
議会」に参加し、ス
ケールメリットを活かし
たボリュームディスカ
ウントにより、基幹系
業務システムの共同
運用と法制度改正に
伴うシステム改修に係
るコストの低減が図れ
た。また、協議会に新
たに神川町が加わり、
計21町村による新た
な共同調達事業の検
討が行われた。業務
用端末共同調達を実
施し、参加団体で計約
１億４千万円（上里町
では約410万円）の調
達コスト削減が図れ
た。
また、学校教育におけ
る校務効率化に寄与
する「統合型校務支援
システム」の導入に向
けた町村共同調達の
検討を進めたが、調
達範囲や費用規模に
おいて町村間で埋め
がたい認識の隔たり
が確認され、これを中
止した。
また、埼玉県により構
築された「埼玉県市町
村システム共同クラウ
ド」に接続し、当クラウ
ド上で提供される被災
者支援システムの共
同利用を開始した。

引き続き「埼玉県町村
情報システム共同化
推進協議会」に参加
し、基幹系業務システ
ムの安定的かつ効率
的な運用と法制度改
正に伴うシステム改修
の低廉化に努める。ま
た、新たな共同調達を
模索し、適宜協議の
上、実施を検討する。
また、庁内LAN複合機
のリースアップに伴う
機器更改を実施する
と共に、庁舎外施設の
執務環境におけるOA
機器集約化を図るべく
複合機設置箇所の拡
大を図る。
デジタル手続法の施
行に伴う必要な条例
改正等を実施すると
共に、これに伴う「情
報システム整備計画」
を策定する。

引き続き「埼玉県町村
情報システム共同化
推進協議会」に参加
し、基幹系業務システ
ムの安定的かつ効率
的な運用と法制度改
正に伴うシステム改修
の低廉化に努める。ま
た、新たな共同調達を
模索し、適宜協議の
上、実施を検討する。
また、「情報システム
整備計画」に基づき、
計画的なシステム導
入と行政手続オンライ
ン化を推進すると共
に、着実なデジタル行
政の推進を図る。

98.5% 98.5% 98.5% 98.9%

　上里町定員管理計
画に基づき、令和3年
度当初定員を183人と
する採用を実施する。
　広域圏、人づくり連
合の研修を引き続き
実施し、スキルアップ
を図る。
　人事評価を実施し、
職員の意識改革とス
キルアップを図るとと
もに、公平な人事評価
を実施し、令和元年6
月賞与に反映させる。
　また会計年度任用
職員についても人事
評価を実施し、スキル
アップを図っていく。

　上里町定員管理計
画（R4～R8）を策定
し、計画的な採用を実
施する。
　広域圏、人づくり連
合の研修を引き続き
実施し、スキルアップ
を図る。
　人事評価を実施し、
職員の意識改革とス
キルアップを図るとと
もに、公平な人事評価
を実施する。

最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度

―
アンケート

未実施
―

アンケート
未実施

令和元年度
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自己評
価

委員会 審議会意見

評価 現状値
中間目標

値
実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

指標名番号 施策項
目番号

委員会意見 審議委員意見令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度 令和元年度

税の適正な賦
課と徴収

使用料・手数料
の徴収及び見
直し

使用料・手数料
の徴収及び見
直し

②
情報資産への驚異的事象の発

生件数

0件
（平成33年

度）
1件 0件 0件 0件 0 0件 0件

①大きく達
成（１０

０％以上）

有料広告事業 ③ 20-3 財政力指数
0.796

（平成33年
度）

0.78 0.78 0.78 0.79 0.789 0.79 0.79
①大きく達

成（１０
０％以上）

使用料・手数料
の徴収及び見
直し

ふるさと納税の
推進

財政事情公表
事業

⑤ 20-3 個人住民税現年収納率
98.6%

（平成33年
度）

98.12% 98.5% 98.5% 98.5% 98.9% 98.5% 99.0%
①大きく達
成（１０
０％以上）

補助金・負担金
の整理

⑥ 20-4 指定管理者制度の導入件数 6以上 3
累計6以上
(平成33年

度)

0
(累計3件)

累計6以上
(平成33年

度)

0
(累計3件)

累計6以上
(平成33年

度)

0
(累計3件)

③未達成
（７０％未
満）

会計課 出納管理事務 ①順調

新システム移行により
処理方法が変更と
なった項目について
は、毎月、職員周知を
行った結果、順調に出
納管理事務を執行す
ることができた。

職員協力のもと、大口
資金管理の未入力や
伝票訂正等の削減を
図り、適正な出納管理
事務を行う。

引き続き、職員協力の
もと適正な出納管理
事務を行う。

①順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

委員会意見と同じ ⑦ 20-5 定住自立圏広域連携事業数
22以上

（平成33年
度）

22 現状維持 28事業 現状維持 17 現状維持 17

②ほぼ達
成（７０～
１００％未
満）

20-3

7.6% ―
アンケート

未実施

18.70% 16.0%

H29末財調
残高

996,544千
円

/H29標準
財政規模

6,009,436千
円

＝16.58％

20-3
健全な財政運営

の推進

税務課 ①順調

②概ね
順調

・ふるさと納税の推進
　令和元年６月より
ポータルサイトを運用
開始し、事業者や産
業振興課等他課と情
報交換をしながら適宜
運用改善及び返礼品
の充実を図った。

・財政事情公表事業
　説明資料において
町の新規事業や全国
的なトレンドを踏まえ
た内容を記載し、住民
にとってよりわかりや
すい資料の公表に努
めた。

・補助金・負担金の整
理
　慣例にとらわれない
ゼロベースでの予算
査定を行い、一般財
源のみで実施する事
業の対象・事業費の
見直し等を行った。

・ふるさと納税の推進
　制度の動向を注視し
つつ、引き続きポータ
ルサイトの運用改善
等により寄附額、寄附
者の増加を目指す。

・財政事情公表事業
　引き続き、住民とっ
てわかりやすい資料
の公表に努める。

・補助金・負担金の整
理
　引き続きゼロベース
での査定や事業目的
及び事業効果の検
証、終期設定の検討
を行うなどして整理を
行う。

・ふるさと納税の推進
　サイト運用委託業者
との連携や業者訪問
等により、新規返礼品
の開発を行う。

・財政事情公表事業
　引き続き、住民とっ
てわかりやすい資料
の公表に努める。

・補助金・負担金の整
理
　引き続きゼロベース
での査定や事業目的
及び事業効果の検
証、終期設定の検討
を行うなどして整理を
行う。

施設を持つ各課主体
で使用料の条例を改
正し、次年度からの予
算に反映させる。

ゼロをめざ
す（平成33

年度）

参考値3%
（類似アン
ケートの結
果のため）

――
アンケート

未実施

16.0%

R1末財調
残高

1,011,739千
円

/R1標準財
政規模

6,012,390千
円

＝16.83％

①大きく達
成（１０

０％以上）
16.0%

H30末財調
残高

1,028,428千
円

/H30標準
財政規模

6,028,524千
円

＝17.06％

委員会意見と同じ ①
職員接遇・仕事のスピード・開
庁時間・手続きに不満を感じて

いる人の割合

ゼロをめざ
す（平成33

年度）

④

委員会意見と同じ

財政調整基金現在高の標準財
政規模に対する割合

20.00%

委員会意見と同じ

２０．健全な
行財政運営

の推進

総務課 ②概ね
順調

受益者負担ワーキン
ググループの考えをま
とめ、公共施設見直し
検討委員会へ報告を
した。

施設を持つ各課主体
で再度よく検討を進
め、使用料条例改正
のための準備をしてい
く。

スマホ決済アプリ
「PayB」の導入や地方
税共通納税システム
の運用開始などの納
税環境の拡充と併せ
て、文書催告や差押
えなどの滞納整理強
化の効果もあり前年
度比＋0.1％の
98.95％となり、目標値
を達成することができ
た。

催告の工夫や納税環
境の整備を推進する。
また、催告による効果
が見込めない事案
は、速やかに財産調
査及び差押等を実施
する。

引き続き、催告の工夫
や納税環境の整備を
推進する。また、滞納
者については、早期
の財産調査及び差押
等の滞納処分を実施
する。

①順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

②概ね
順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続し、施策が目
的を達成するよう取
り組み内容を工夫し
ていくこと。

②概ね
順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

総合政
策課
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自己評
価

委員会 審議会意見

評価 現状値
中間目標

値
実績値 中間目標値 実績値 中間目標値 実績値 達成度

指標名番号 施策項
目番号

委員会意見 審議委員意見令和元年度実施計画の
評価

令和２年度実施計画 令和３年度実施計画基本目標
施策
項目
番号

施策項目 担当課 主な取組・事業
最終目標値
(令和3年

度)

平成27年度
計画策定時

平成29年度 平成30年度 令和元年度

上里町公共施
設等総合管理
計画の推進

老朽化した施設
の対応

②
情報資産への驚異的事象の発

生件数

0件
（平成33年

度）
1件 0件 0件 0件 0 0件 0件

①大きく達
成（１０

０％以上）

③ 20-3 財政力指数
0.796

（平成33年
度）

0.78 0.78 0.78 0.79 0.789 0.79 0.79
①大きく達

成（１０
０％以上）

⑤ 30-3 個人住民税現年収納率
98.6%

（平成33年
度）

98.12% 98.5% 98.5% 98.5% 98.9% 98.5% 99.0%
①大きく達
成（１０
０％以上）

定住自立圏構
想の推進

⑥ 20-4 指定管理者制度の導入件数 6以上 3
累計6以上
(平成33年

度)

0
(累計3件)

累計6以上
(平成33年

度)

0
(累計3件)

累計6以上
(平成33年

度)

0
(累計3件)

③未達成
（７０％未
満）

児玉郡市広域
市町村圏組合
への負担金支
出

⑦ 20-5 定住自立圏広域連携事業数
22以上

（平成33年
度）

22 現状維持 28事業 現状維持 17 現状維持 17

②ほぼ達
成（７０～
１００％未

満）

公の施設相互
利用協定事業

高崎線沿線地
域活力維持向
上推進協議会
への負担金支
出

本庄・上里学校
給食組合への
負担金支出

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

負担金支出（予定）
各市町負担割合によ
る

①順調

目的を達成でき、施
策として効果があっ
た。今後も事業を継
続すること。

委員会意見と同じ

―

④
財政調整基金現在高の標準財

政規模に対する割合
20.00% 18.70% 16.0%

H29末財調
残高

996,544千
円

/H29標準
財政規模

6,009,436千
円

＝16.58％

16.0%

H30末財調
残高

1,028,428千
円

/H30標準
財政規模

6,028,524千
円

＝17.06％

16.0%

R1末財調
残高

1,011,739千
円

/R1標準財
政規模

6,012,390千
円

＝16.83％

①大きく達
成（１０

０％以上）

7.6%①
職員接遇・仕事のスピード・開
庁時間・手続きに不満を感じて

いる人の割合

ゼロをめざ
す（平成33

年度）

委員会意見と同じ①順調

２０．健全な
行財政運営

の推進

２０．健全な
行財政運営

の推進

20-4
公共施設の最適

化の推進
総合政
策課

①順調

公共施設の最適配置
と対策内容（機能複合
化、集約化、統廃合、
維持等）を明らかにし
た「上里町公共施設
再配置・維持保全計
画」を策定・公表した。
今後は本計画に基づ
き、着実な施設対策
事業の実施により適
正な公共施設維持管
理・更新に努めること
を決定した。
また、令和２年２月に
は空の杜保育園が竣
工し、これまで２園
あった町立保育園の
集約化と拠点集約が
完了した。
また、地域福祉ミニ交
流センターの機能を全
面的に廃止し、複合館
は機能廃止、個別施
設は解体又は地域へ
の譲渡を実施し、施設
保有量を削減した。

七本木地域福祉ミニ
交流センター（64.6
㎡）、神保原地域福祉
ミニ交流センター（59.4
㎡）、長幡保育園（597
㎡）、中央保育園（458
㎡）の削減。
保育園集約化に伴い
新設する保育園（919
㎡）の増床。合計260
㎡削減。（削減率
0.34％）

「上里町公共施設再
配置・維持保全計画」
に基づく、着実な施設
対策事業の実施によ
り適正な公共施設維
持管理・更新に努め
る。
特に令和３～５年度ま
でを実施時期としてい
る「保健センター・福祉
町民センター・老人福
祉センター」の複合化
建替について必要な
検討を行い、次年度
に向けた必要な予算
要求を行う。
また、国の公共施設
等総合管理計画の策
定に向けた指針が改
定されたことに伴い、
「上里町公共施設等
総合管理計画」の改
訂・最新化を行う他、
同計画の基本方針に
掲げる「予防保全」を
実現するための「施設
点検マニュアル」を作
成する。

「上里町公共施設再
配置・維持保全計画」
に基づく、着実な施設
対策事業の実施によ
り適正な公共施設維
持管理・更新に努め
る。

総合政
策課

広域連携の推進

広域連携の推進

20-5

20-5

新たな「本庄地域定住
自立圏共生ビジョン」
に基づき、各種事業を
推進する。
児玉郡市広域市町村
圏組合負担金につい
ては継続して支出し、
組合事業の安定運営
を推進する。
公共施設相互利用に
ついては、施設の増
減や状況に併せて適
宜協定を改定する。

①順調

施策として効果が
あった。今後も事業
を継続しつつ、施策
の更なる発展を目
指し必要に応じて
取り組み方法を工
夫すること。

施策として効果が
あった。指定管理者
制度以外の民間活
力の導入について
の検討等を行い、
施策の更なる発展
を目指し必要に応じ
て取り組み方法を
工夫すること。

学校教
育課

①順調
負担金支出
　183,865千円

負担金支出（予定）
　183,810千円

新たな「本庄地域定住
自立圏共生ビジョン」
に基づき、各種事業を
推進する。
児玉郡市広域市町村
圏組合負担金につい
ては継続して支出し、
組合事業の安定運営
を推進する。
公共施設相互利用に
ついては、施設の増
減や状況に併せて適
宜協定を改定する。

①順調

関係市町と協議し、令
和２年度以降の新共
生ビジョンを策定し
た。新共生ビジョンに
おいては新たに上里
サービスエリア周辺地
区活性化事業や自転
車利活用推進事業等
を行う。
児玉郡市広域市町村
圏組合負担金につい
ては継続して支出し、
組合事業の安定運営
を推進した。
公共施設相互利用に
ついては、対象施設
の増減、名称変更に
よる協定の改定を行っ
た。
高崎線沿線地域活力
維持向上推進協議会
への負担金支出につ
いては継続して負担
金の支出を行う。

―
アンケート

未実施
―

アンケート
未実施

ゼロをめざ
す（平成33

年度）

参考値3%
（類似アン
ケートの
結果のた

め）

20-3

・どの施設にも指定
管理者制度を導入
するのではなく、指
定管理者以外の方
法についても検討
するべきではない
か。

49


